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第３章 上下水道事業の概要 
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第１節 上下水道事業について 

１－１ 秦野の水循環と上下水道事業 

秦野盆地では、図表 3-1 のように、天然の地形により水が循環しています。  

丹沢の山々に降った雨や雪は、川となり、また秦野盆地の地下水となり、水

道水として私たちの生活で使用された後、下水処理場できれいな水となり、金

目川へ放流されて海に流れていきます。そして、海に流れ着いた水は、太陽の

エネルギーにより蒸発して雲となり、再び丹沢山地で雨や雪を降らせます。  

市民の宝である水は、このように循環していますが、秦野市の上下水道事業

は、この循環を活かして市民生活に必要不可欠な水道水を供給するとともに、

市民生活から排出される汚水を浄化することにより、生活環境や自然環境を守

り、健全な循環が将来にわたり行われることに貢献しています。  

また、雨は、私たちの生活に清浄な水道水をもたらす一方で、時には生活を

脅かすこともあります。図表 3-2 のように、過剰に降った雨をスムーズに河川

に放流するための施設の整備も公共下水道事業が持つ大切な役割の一つです。  

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  

 

 

図表 3-1 秦野の水循環 
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図表 3-2 雨水処理の仕組み  

 
 －－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－  
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１－２ 事業の規模 

本市の上下水道事業は、拡張期を終え、成熟期に入っていることから、既に

多くの市民がサービスを利用しています。  

まず水道事業ですが、本市には、山林・傾斜地等が多く、市域の約半分を占

めていることから、可住地が狭く、図表 3-3 のとおり、給水を行っている給水

区域面積は、行政区域面積 103.76 km2 のおよそ 43％に相当する 44.58km2 に

なります。平成 30(2018)年度末現在の給水人口は 165,126 人(松田町の一部を

含む。)、給水区域内における水道普及率は 99.88％となっています。 

 

図表 3-3 水道事業の規模（平成 31(2019)年 3 月 31 日現在） 

項 目 諸 数 値 

給水区域面積 44.58 km2 

給水人口 165,126 人 

水道普及率 99.88% 

 

次に下水道事業ですが、本市の公共下水道の処理区域は、図表 3-4 に示すと

おり、単独公共下水道である中央処理区、伊勢原市と広域的に処理する大根・

鶴巻処理区、酒匂川流域下水道に接続する西部処理区に分かれています。また、

本市の面積のおよそ 77％は市街化調整区域であり、人口密度が低く処理コス

トも高いものとなってしまうため、市街化区域に隣接する一部を除き、処理区

域とはしていません。したがって、3 つの処理区域を合計してもその計画面積

は、約 2,580ha としています。なお、現在の整備済面積は、約 2,438ha であ

り、整備率は 96.5％です。 

平成 30(2018)年度末現在の処理区域内人口は、142,174 人ですが、水洗化人

口は 128,147 人であり、水洗化率は、90.1％となっています。 

 

図表 3-4 下水道事業の規模（平成 31(2019)年 3 月 31 日現在） 

処理区 全体計画区域 事業計画区域 整備済面積 

中央処理区 約 2,039ha 約 1,985ha  

大根・鶴巻処理区 約 482ha 約 482ha 

西部処理区 約 59ha 約 59ha 

計 約 2,580ha 約 2,525ha 約 2,438ha 

処理区域内人口 142,174 人 

水洗化人口 128,147 人 

水洗化率 90.1% 

※端数処理の都合上、計は一致しません。  
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１－３ 事業の沿革 

本市の水道事業は、明治 23（1890）年に給水を開始した曽屋水道に始まり、

市内各所に整備された 13 水道の統合整備を目的として、図表 3-5 に示すとお

り、昭和 45(1970)年 3 月に計画給水人口 75,000 人、計画一日最大給水量

53,000 ㎥の創設認可を受け、昭和 45(1970)年 4 月に秦野市水道事業として給

水を開始しました。 

その後、3 度の拡張変更認可を経て、平成 18(2006)年 3 月には湯の沢簡易水

道事業を統合しました。 

現在は、令和元（2019）年 12 月に柳川取水場における水源の種別及び取水

地点、芹沢取水場における取水地点を変更することを目的とした第 5 次拡張変

更認可（計画給水人口 160,860 人、計画一日最大給水量 59,660 ㎥）に基づき

事業を行っています。 

 

図表 3-5 水道事業の沿革  

名称 

認 可 

年月日 

（西暦） 

認可番号 
起工 

年月 

竣工 

年月 

目標 

年次 

計画 

給水人口

（人） 

計画一日 

最大給水

量 

（㎥/日） 

創設 
S45.3.31 

（1970） 

厚生省環 

第 372 号 
S45.4 S49.3 S49 75,000 53,000 

創設

変更 

S46.7.17 

（1971） 

厚生省環 

第 570 号 
S45.4 S49.3 S49 75,000 53,000 

第 1 次

拡張 

S49.3.30 

（1974） 

厚生省環 

第 355 号 
S49.4 S51.3 S55 110,000 83,000 

第 2 次

拡張 

S56.4.21 

（1981） 

厚生省環 

第 283 号 
S56.4 S61.3 S60 132,000 91,000 

第 3 次

拡張 

H4.3.31 

（1992） 

厚生省衛 

第 427 号 
H4.4 H12.3 H12 169,300 110,000 

第 3 次

拡張 

変更

届出 

H18.3.31 

（2006） 

健水収 

第 0331002号  
H18.4 H18.4 H18 170,030 110,360 

第 4 次

拡張 

H20.7.1 

（2008） 

厚生労働省発健 

第 0701005号  
H20.8 H28.3 H27 174,290 78,380 

第 5 次

拡張 

R1.12.26 

（2019） 

厚生労働省生食 

1226 第 2 号 
R2.4 R4.3 R7 160,860 59,660 

 

また、下水道事業については、昭和 49(1974)年に単独公共下水道（第 1号）

と酒匂川流域関連公共下水道（第 2 号）の計画決定を行い、既成市街地を中心

に整備に着手しました。図表 3-6 に示すとおり、昭和 56(1981)年 2 月に浄水管

理センターが完成し、中央処理区の供用を開始しました。  
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平成 9(1997)年には大根地区の一部を伊勢原市の下水処理場(アクアクリーン

センター)で広域的に処理する見直しを行い、中央処理区、大根・鶴巻処理区

及び西部処理区の 3 処理区に分けて公共下水道事業の推進に努めてきました。  

平成 11(1999)年 5月には西部処理区が、神奈川県が管理する酒匂川流域下水

道に接続し、供用開始したほか、平成 13(2001)年 7 月には、伊勢原市の下水

処理場に接続し、大根・鶴巻処理区を供用開始しました。  

その後、人口減少や高齢化社会の本格化による地域社会構造の変化など、事

業を取り巻く環境が大きく変化していることから、より効率的で適正な下水道

の整備を行うため、平成 22(2010)年に公共下水道計画の見直しを行い、一部

の計画区域の縮小を行いました。 

現在は、平成 27(2015)年度末に市街化区域の汚水整備が概ね完了したこと

から、施設の再構築を推進しています。  

 

図表 3-6 下水道事業の沿革  

処理区 

供用開始 

年月 

（西暦） 

計画面積 

（ha） 

計画 

処理人口 

（人） 

計画一日 

最大給水量 

（㎥/日） 

中 央 

（単独公共下水道） 

S56.2.4 

（1981） 
1,985 111,980 60,690 

大根・鶴巻 

（単独公共下水道） 

(伊勢原市との広域(共同)処理) 

H13.7.1 

（2001） 
482 40,760 17,670 

西 部 

（酒匂川流域下水道関連 

公共下水道） 

H11.5.1 

（1999） 
59 5,100 2,560 
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１－４ 事業年表 

本市の上下水道事業の歩みを、両事業を並列に表記した年表として図表 3-7

にまとめました。 

水道事業は、発祥の曽屋水道の給水開始から 130 年、給水条例制定から 56

年が経過、下水道事業は、計画決定から 46 年が経過しています。 

 

図表 3-7 上下水道事業年表  

年 水道事業 公共下水道事業 

1890 明 23 曽屋水道給水開始   

～～～～～ 

1925 大 14 鉄管布設・紀伊ノ守取水竣工   

～～～～～ 

1944 昭 19 曽屋水道、秦野町移管   

～～～～～ 

1964 〃 39 水道事業給水条例制定   

1968 〃 43 水道事業に地方公営企業法適用   

1970 〃 45 秦野市水道創設認可   

1971 〃 46 13 水道を統合し、秦野市水道   

1972 〃 47 
反房、八幡山配水場、堀山下浄水

場竣工 

公共下水道の基礎調査及び基本計

画書作成 

1973 〃 48 広畑、金井場配水場竣工   

1974 〃 49 
第 1 次拡張認可、千村配水場竣工 

13 水道の料金を統一 

第 1 号・第 2 号公共下水道都市計

画決定、認可 

1976 〃 51 県水受水開始 浄水管理センター用地取得 

1977 〃 52 東水道統合整備完了。料金改定   

1978 〃 53   
浄水管理センターの建設を日本下

水道事業団に委託 

1979 〃 54 料金改定  

1980 〃 55   
下水道条例等制定、下水道事業特

別会計の設置 

1981 〃 56 
第 2 次拡張認可、北簡易水道統合

整備完了 
浄水管理センター供用開始 

1982 〃 57 上簡易水道統合整備完了 

浄水管理センター竣工 

下水道使用料の徴収を水道局に委

託 

1984 〃 59 向山配水場竣工   

1985 〃 60 城山配水場竣工   

1987 〃 62 料金改定  
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年 水道事業 公共下水道事業 

1988 〃 63   

下水道部の設置、第 2 号公共下水

道全体計画変更 

使用料改定 

1989 平 元 消費税導入 消費税導入 

1990 〃 2 秦野市水道 100 周年   

1991 〃 3   第 1 号公共下水道全体計画変更 

1992 〃 4 第 3 次拡張認可   

1993 〃 5   伊勢原市に広域処理の要望 

1994 〃 6 六間配水場竣工   

1996 〃 7 料金改定 伊勢原市から広域処理の承諾 

1997 〃 9 峠配水場竣工 

伊勢原市と秦野市との下水処理事

務委託協定締結 

使用料改定 

1998 〃 10 八沢大久保配水場竣工   

1999 〃 11 二タ子送水ポンプ場竣工 西部処理区供用開始 

2000 〃 12   鶴巻中継ポンプ場竣工 

2001 〃 13   
大根鶴巻処理区供用開始 

使用料改定 

2002 〃 14 ISO14001 取得   

2003 〃 15 湯の沢簡易水道給水開始   

2005 〃 17 農業用料金新設  

2006 〃 18 湯の沢簡易水道統合   

2008 〃 20  使用料改定 

2009 〃 21 はだの水道ビジョン策定   

2010 〃 22 水道事業計画（H23～32）策定 
公共下水道全体計画変更、下水道

中期ビジョン策定 

2011 〃 23 料金改定  

2012 〃 24   大根川ポンプ場竣工 

2013 〃 25  使用料改定 

2015 〃 27 水道事業計画（H28～37）策定   

2016 〃 28 

水道局と下水道部を統合上下水道局設置 

料金改定 

下水道事業に地方公営企業法適用 

下水道事業計画（H28～37）策

定、下水道中期ビジョンの改定 

2017 〃 29 
局庁舎を浄水管理センター管理棟とし、曽屋から移転 

 使用料改定 

2020 令 2 
はだの上下水道ビジョン策定 

秦野市水道 130 周年  
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１－５ 組織の構成と変遷 

平成 28(2016)年 4 月 1 日に水道局 2 課 7 担当と、下水道部 3 課 8 担当を統

合し、秦野市上下水道局が誕生し、下水道事業に関して地方公営企業法を全部

適用1させました。 

平成 31(2019)年 3 月 31 日現在の組織の構成等及び現在に至るまでの間の組

織の変遷は、図表 3-8 から 3-10 に示すとおりです。 

 

図表 3-8 組織構成図  

 

 

図表 3-9 職種別の構成  

職種 

会計 
事務職員 技術職員 現業職員 計 

水道事業会計 12 人 18 人 8 人 38 人 

公共下水道事業会計 13 人 24 人 0 人 37 人 

 

                                            
1 地方公営企業法を会計にだけ適用させることを一部適用、職員の身分その他にも適用

させることを全部適用といいます。  

6人

4人

局長　　１人 課長　　１人

課長　　１人

課長　　１人

課長　　１人

5人

7人

8人

4人

5人

3人

下水道整備担当

大根鶴巻整備担当

下水道維持担当

処理場担当

4人

6人

4人

5人

7人

2人

上下水道局 経営総務課

営業課

水道施設課

下水道施設課

総務担当

財務担当

経理担当

建設担当

水道維持担当

施設管理担当

下水道計画担当

料金営業担当

給排水業務担当

水道計画担当
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第 2 節 上下水道施設 

２－１ 水道施設 

１ 配水ブロック 

本市の水道事業は、各地域の地区水道を統合してきた経緯から、図表  

3-11 に示すとおり、水源（取水場）から配水施設に送水し、重荷自然流下

方式より配水するブロックが 12 箇所あります。そのうち、県水（神奈川県

企業庁からの分水）を受水して配水ブロック間に配水するルートは、給水人

口が多いことから、幹線系として位置づけられています。  

 

図表 3-11 配水ブロック一覧 

水系及び配水ﾌﾞﾛｯｸ 主な取水施設 主な配水施設 主な配水区域 給水人口（概算） 

幹線系 幹線 
県水 

岩井戸  

金井場、 

向山、広畑、八

幡山等 

大根、鶴巻、

南、本町、

東、西地区 

121,300 人 

浄水場系 浄水場 猿渡 堀山下中区 北、西地区 20,040 人 

本町系 本町 本町第 5 六間 本町地区 6,800 人 

東系 東 寺山 寺山 東地区 8,650 人 

北系 

羽根 羽根 羽根 東、北地区 5,800 人 

菩提 菩提 菩提高区 北地区 1,080 人 

横野 横野 横野 北地区 600 人 

山居 山居 横野第 2 北地区 130 人 

上系 

八沢 八沢大久保 八沢大久保 上地区 312 人 

柳川 柳川 柳川 上地区 380 人 

菖蒲 小原境 神明開戸 上地区 1,050 人 

湯の沢 沢の下 湯の沢高区 上地区 530 人 
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２ 取水施設 

本市の取水施設は、次ページの図表 3-14 に示すとおり、深井戸 30 井、浅

井戸 8 井、湧水 5 箇所、表流水 2 箇所及び伏流水21 箇所の 46 箇所に、県水

受水施設 1 箇所を合わせた合計 47 箇所の水源があります。  

各水源の取水量及び取水割合は、図表 3-12 に示すとおり、深井戸、浅井

戸及び湧水などの地下水が全体のおよそ 7 割を占めています。 

なお、地下水の過去 10 年間（平成 20 年度から平成 30 年度まで）の水収

支は、図表 3-13 に示すとおり、平成 21(2009)年度に赤字となっているもの

の、その後は黒字を維持しています。  

 

図表 3-12 水源別取水量（平成 30(2018)年度） 

 

 
                                            
2 河川や湖沼の地下を流れる水  

図表 3-13 水収支の推移 
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図表 3-14 取水施設 

 

 

 

水源種別 認可水量(㎥/日) 備　考

1 後田取水場 1,250 深井戸

2 本町第10取水場 800 深井戸
3 本町第5取水場 2,200 深井戸
4 秦野田取水場 1,700 浅井戸
5 前河原取水場 1,250 深井戸
6 尾尻端取水場 1,100 深井戸
7 本町第13取水場 1,100 深井戸
8 諏訪越取水場 200 深井戸
9 芹沢取水場 500 浅井戸

10 峰開戸取水場 1,100 深井戸
11 向原取水場 1,400 深井戸
12 西大竹取水場 1,000 深井戸
13 久保取水場 500 深井戸
14 東田原取水場 1,200 深井戸
15 桐ケ窪取水場 300 深井戸
16 中河内取水場 1,150 深井戸
17 小羽根取水場 730 深井戸
18 羽根取水場 700 深井戸
19 馬場取水場 730 深井戸
20 菩提取水場 500 深井戸
21 政ヶ谷取水場 250 深井戸
22 横野第2取水場 100 浅井戸
23 戸川取水場 500 深井戸
24 峰の下取水場 5,000 浅井戸
25 東脇取水場 1,300 浅井戸
26 岩井戸取水場 5,500 浅井戸
27 船道取水場 1,180 深井戸
28 宮の前取水場 700 深井戸
29 森戸下第2取水場 1,210 浅井戸
30 沼代取水場 1,000 浅井戸
31 沼代第2取水場 2,160 深井戸
32 本町第12取水場 1,100 深井戸
33 本町第8取水場 1,300 深井戸
34 桜土手取水場 1,100 深井戸
35 反房取水場 200 深井戸
36 下河原取水場 1,090 深井戸
37 小原境取水場 490 深井戸
38 沢の下取水場 500 深井戸
1 寺山取水場 2,000
2 蓑毛取水場 770
3 横野取水場 160
4 柳川取水場 200 ポンプ有り
5 大久保取水場 100 ポンプ有り
1 猿渡取水場 6,000 ポンプ有り
2 深沢取水場 100

伏流水 1 森戸下取水場 450

井戸

湧水

表流水

施　設　名
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３ 浄水施設 

各水源から取水した原水は、配水場で次亜塩素酸ナトリウム（塩素） に

より減菌し、配水しています。これに対して一部の自己水源では、表流水、

伏流水を水源とする水は、堀山下浄水場で適切な浄水処理を行うことにより、

水質基準を満たしたものとしています。  

 

図表 3-15 浄水施設 

施設名 処理能力（㎥/日） 浄水処理方法 

堀山下浄水場 6,450 凝集・沈殿、急速ろ過 

 

４ 送・配水施設 

本市には、図表 3-16 に示すとおり、送水施設が 3 箇所あり、神奈川県企

業庁から分水を受けた水道水（県水）は、二タ子送水ポンプ場から配水施設

へ送水しています。 

配水施設は、図表 3-17 に示すとおり 28 箇所あり、自然流下方式により配

水を行っています。 

 

図表 3-16 送水施設（ポンプ場） 

施設名 能力（㎥/日） 備 考 

二夕子送水ポンプ場 60,000 
県水受水施設 

Q＝42,900 ㎥/日 

渋沢送水ポンプ場  2,000  

三廻部送水ポンプ場    300  

 

  



 

31 
 

図表 3-17 配水施設 

番 号 施 設 名 有効容量(m3) 構造 

1 六間配水場 4,000  RC 造 

2 内久根配水場 3,250  RC 造 

3 向山配水場 4,550  PC 造 

4 金井場配水場 9,660  PC 造 

5 八幡山配水場 4,480  RC 造 

6 落合配水場 1,630  RC 造 

7 名古木配水場 195  RC 造 

8 寺山配水場 880  RC 造 

9 蓑毛配水場 455  RC 造 

10 羽根配水場 1,400  RC 造 

11 菩堤低区(四山)配水場 300  RC 造 

12 菩堤高区配水場 220  RC 造 

13 古堂配水場 120  RC 造 

14 山居配水場 100  RC 造 

15 横野配水場 450  RC 造 

16 城山配水場 5,500  PC 造 

17 広畑配水場 4,240  RC 造 

18 堀山下低区(反房)配水場 3,400  RC 造 

19 堀山下中区配水場 2,400  RC 造 

20 堀山下高区配水場 200  RC 造 

21 峠配水場 1,000  RC 造 

22 千村配水場 4,200  RC 造 

23 菖蒲配水場 200  RC 造 

24 神明開戸配水場 400  RC 造 

25 三廻部高区配水場 200  RC 造 

26 柳川配水場 300  RC 造 

27 八沢大久保配水場 100  RC 造 

28 湯の沢高区配水場 250  RC 造 
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５ 管路 

本市の水道管路の延長は、図表 3-18 に示すとおり約 722.5km ありますが、

これは、本市から本州最北端の大間町までの直線距離に匹敵する長さです。  

内訳は、導水管3が約 45.9km（約 6.4％）、送水管4が約 22.5km（約 3.1％）

及び配水管5が約 654.1km（約 90.5％）となっています。 

また、管種別の割合は、図表 3-19 に示すとおり、管の強度が強く腐食し

にくいダクタイル鋳鉄
ちゅうてつ

管が約 94.5％を占め、682.9 ㎞となっています。 

 

図表 3-18 管路の区分別延長（平成 31(2018)年 3 月 31 日現在） 

区 分 延長（km） 延長割合（％） 

導水管 45.9 6.4 

送水管 22.5 3.1 

配水管 654.1 90.5 

計 722.5 100.0 

 

図表 3-19 管種別内訳（平成 30(2018)年度） 

区 分 延長（km） 延長割合（％） 

鋳鉄管 7.3 1.0 

ダクタイル鋳鉄管 682.9 94.5 

銅管 17.0 2.4 

硬質塩化ビニル管 7.9 1.1 

その他 7.4 1.0 

計 722.5 100.0 

 

 

 

６ 主要な施設の配置 

主要な水道施設の配水区域ごとの配置は、次ページの図表 3-20 に示すと

おりです。 

 

                                            
3 取水場から浄水場又は配水場を結ぶ管 
4 浄水場又は県水受水施設と配水場を結ぶ管 
5 配水場と各家庭を結ぶ管 
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図表 3-20 水道施設の位置図 
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２－２ 下水道施設  

１ 浄水管理センター（汚水）            浄水管理センター  

浄水管理センターは、市内の中心地区を流

れる水無川、金目川などの水質保全と、快適

な都市生活環境の確保を図るための汚水処理

施設として建設されました。市内の大部分を

占める中央処理区で発生する汚水を処理して

います。 

処理能力等は、図表 3-21 のとおりです。  

 

図表 3-21 浄水管理センターの概要（平成 30(2018)年度末） 

 

 

２ 鶴巻中継ポンプ場（汚水）             鶴巻中継ポンプ場  

鶴巻中継ポンプ場は、大根・鶴巻処理区の汚

水を伊勢原市の下水処理場（アクアクリーンセ

ンター）に送水するために建設されました。平

成 12(2000)年度に建設が完了し、平成 13(2001)

年度から供用を開始しています。  

処理能力等は、図表 3-22 のとおりです。  

 

図表 3-22 鶴巻中継ポンプ場の概要（平成 30(2018)年度末） 

 

供用開始

所在地

敷地面積

下水排除方式

処理方法

計画処理区域面積

計画処理能力

計画処理人口

計画：2,049ha

計画：56,700m
3

計画：103,000人

昭和56年2月4日

秦野市上大槻190番地

約 76,100m
2
（都市計画決定面積）

分流式

汚水：標準活性汚泥法

供用開始

所在地

敷地面積

排除方式

計画処理区域面積

計画処理能力

計画処理人口

計画：482ha

計画：14.53m
3
/分

計画：36,500人

平成13年7月1日

秦野市鶴巻618番地

1,040m2 (都市計画決定面積)

分流方式(汚水：圧送)
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３ 汚水マンホールポンプ  

汚水マンホールポンプは、低い土地にある家庭から排出された汚水が処理

場まで流れるように、汚水マンホール内にポンプを設置し、汚水を汲み上げ

る役割があり、図表 3-23 のとおり、現在 71 箇所に設置しています。 

 

図表 3-23 汚水マンホールポンプの一覧（平成 30(2018)年度末） 

 

番号 施設名 番号 施設名

1 中野中継ポンプ場 37 落合ポンプ場

2 末広町ポンプ場 38 東田原九沢ポンプ場

3 曽屋第一ポンプ場 39 曽屋斉ケ分ポンプ場

4 曽屋第二ポンプ場 40 戸川三屋台ポンプ場

5 新町ポンプ場 41 南矢名瓜生野ポンプ場

6 緑町ポンプ場 42 平沢宮ノ下ポンプ場

7 上大槻ポンプ場 43 曽屋九沢ポンプ場

8 今泉ポンプ場 44 落合下丹波原ポンプ場

9 戸川ポンプ場 45 南矢名井戸窪ポンプ場

10 今泉第ニポンプ場 46 平沢開戸第二ポンプ場

11 入船町ポンプ場 47 東田原丸山第一ポンプ場

12 名古木ポンプ場 48 東田原丸山第二ポンプ場

13 曽屋下飯寺ポンプ場 49 鶴巻北一丁目ポンプ場

14 曽屋上草山ポンプ場 50 下大槻峯ポンプ場

15 今泉白笹ポンプ場 51 東田原中丸ポンプ場

16 今泉白笹橋ポンプ場 52 東田原丸山第三ポンプ場

17 今泉味噌田下ポンプ場 53 東田原御嶽ポンプ場

18 今泉平沢境ポンプ場 54 鶴巻アラヤポンプ場

19 平沢畑中ポンプ場 55 渋沢川久保橋ポンプ場

20 平沢下開戸ポンプ場 56 曽屋八ツ山下ポンプ場

21 平沢上峰橋ポンプ場 57 渋沢宮ノ開戸ポンプ場

22 名古木松葉第一ポンプ場 58 渋沢上の庭ポンプ場

23 名古木松葉第二ポンプ場 59 下大槻岩井戸ポンプ場

24 名古木上原ポンプ場 60 千村三丁目中開戸ポンプ場

25 今泉芹沢第一ポンプ場 61 曽屋上草山第二ポンプ場

26 下落合ポンプ場 62 曽屋下飯寺第二ポンプ場

27 斎場前ポンプ場 63 南矢名西北窪ポンプ場

28 くずは大橋ポンプ場 64 曽屋第三ポンプ場

29 曽屋九沢橋ポンプ場 65 下大槻二子下ポンプ場

30 くずは台第一ポンプ場 66 上大槻下茂田ポンプ場

31 くずは台第二ポンプ場 67 南矢名二丁目ポンプ場

32 東田原紀伊守ポンプ場 68 名古木中瀬原ポンプ場

33 東田原船久保ポンプ場 69 上大槻根下ポンプ場

34 西田原中原ポンプ場 70 鶴巻北一丁目第一ポンプ場

35 尾尻鶴巻ポンプ場 71 はだのクリーンセンター

36 尾尻向原第二ポンプ場
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４ 汚水管きょ 

本市における平成 30(2018)年度時点の汚水管きょ延長は、図表 3-24 に示

すとおり、約 537km あります。これは、秦野市から広島県尾道市までの直

線距離に匹敵する長さです。 

管きょは、主要地点を結ぶ管きょ網の骨格をなす本線である「幹線」と本

線から枝分かれした路線である「枝線」の 2 つに区分されます。内訳は、幹

線約 57km（10.5％）、枝線約 480km（89.5％）となっています。 

なお、主要な汚水幹線の位置は、39 ページの図表 3-25 に示すとおりです。 

 

図表 3-24 汚水管きょ延長の内訳（平成 30(2018)年度末） 

区分 延長 割合 

汚水幹線管きょ 約 56.6km 10.5% 

汚水枝線管きょ 約 480.3km 89.5% 

計 約 536.9km 100.0% 
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図表 3-25 主要な汚水幹線の位置図 
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５ 大根川ポンプ場（雨水）             大根川ポンプ場 

大根川ポンプ場は、古くから浸水被害の多か

った鶴巻地区の雨水を排除するため、平成

19(2007)年度から平成 24(2012)年度にかけて

整備を進めてきた施設です。雨水を集め、ポン

プを使用して川へ流すことで、建物や道路の浸

水被害を防ぐことができます。  

処理能力等は、図表 3-26 に示すとおりで

す。 

 

図表 3-26 大根川ポンプ場の概要（平成 30(2018)年度末） 

 

 

６ 雨水マンホールポンプ（市長部局の財産）  

雨水マンホールポンプは、大雨で市街地が浸水しないよう、雨水マンホー

ル内にポンプを設置し、雨水管きょに流入した雨水を河川に向けて放流する

役割があります。  

本市には、図表 3-27 に示すとおり、10 基の雨水マンホールポンプがあり、

市長部局から委託を受けて公共下水道事業で維持管理しています。  

 

図表 3-27 雨水マンホールポンプの一覧（平成 30(2018)年度末） 

 

 

 

 

 

供用開始

所在地

敷地面積

排除方式

計画処理区域面積

計画処理能力

ポンプ揚程高

計画：190.6ha

計画：903.4m
3
/分

計画：4.3m

平成24年11月

秦野市鶴巻391番地

4,530m2 (都市計画決定面積)

分流方式(雨水：ポンプ揚程、自然排水)

番号 施設名 番号 施設名

1 市道64号線排水ポンプ場 6 市道424号線排水ポンプ場

2 鶴巻芦谷雑排水ポンプ場 7 北太夫窪調整池排水ポンプ場

3 鶴巻芦谷雨水ポンプ場 8 鶴巻請地調整池排水ポンプ場

4 市道427号線排水ポンプ場 9 鶴巻駅前雨水排水ポンプ場

5 鶴巻杉ノ木排水ポンプ場 10 鶴巻南2丁目雨水排水ポンプ場
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７ 雨水管きょ  

本市における平成 30(2018)年度時点の雨水管きょ延長は、図表 3-28 に示

すとおり、約 56km あります。管きょは、主要地点を結ぶ管きょ網の骨格を

なす本線である「幹線」と本線から枝分かれした路線である「枝線」の 2 つ

に区分され、幹線は約 20km（36.6％）、枝線は約 35ｋｍ（63.4％）です。 

なお、主要な雨水幹線の位置は、次ページの図表 3-29 に示すとおりです。 

 

図表 3-28 雨水管きょ延長の内訳（平成 30(2018)年度末） 

区分 延長 割合 

雨水幹線管きょ 約 20.4km 36.6% 

雨水枝線管きょ 約 35.4km 63.4% 

計 約 55.8km 100.0% 
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図表 3-29 主要な雨水幹線の位置図 
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第３節 秦野市の上下水道事業の特徴 

３－１ 地下水の利用 

秦野市の水道事業の最大の特徴は、秦野盆地の地下に蓄えられた豊富な地下

水を水源として利用していることにあります。  

図表 3-30 にも示すとおり、平成 30(2018)年度の実績では、年間の取水量

19,751,755 ㎥のうち、約 72.7％に当たる 14,349,374 ㎥が地下水で賄われてい

ます。 

図表 3-30 水源別取水量・割合の推移 

 

 

14,189,214 

14,388,667 

14,675,201 

14,507,785 
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㎥
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13 の水道が統合され秦野市水道となる以前から、地下水は、各地区の水道

で利用されていたため、一部は統廃合されたものの、取水施設などをそのまま

引き継ぎ活用しているところが多く、一部新設された施設も加えると、秦野市

には、地下水を取水する施設が 43 箇所あります。 

配水エリアも統合前から引き継がれているものが多く、配水場が 28 箇所あ

り、図表 3-31 にも示すとおり、配水エリアも細かく分かれています。  

 

図表 3-31 水道施設フロー 〈幹線水系〉 

 

千 村
4,200㎥

渋沢送水

ポンプ場
100㎥

峠
1,000㎥

向 山
4,550㎥

Ⓟ沼代・1,000㎥・浅

Ⓟ沼代第２・2,160㎥・深

Ⓟ宮の前・700㎥・深

Ⓟ菖蒲新田・浅（休止）

Ⓟ峠・湧（休止）

金井場
9,660㎥

Ⓟ諏訪越・200㎥・深

栃窪高区

（休止）

Ⓟ東田原・1,200㎥・深

Ⓟ本町第13・1,100㎥・深

Ⓟ本町第12・1,100㎥・深

Ⓟ本町第11・深（休止）

Ⓟ本町第8・1,300㎥・深

Ⓟ船道・1,180㎥・深

Ⓟ芹沢・500㎥・浅

送水

Ⓟ

送水

Ⓟ

送水

Ⓟ

送水

Ⓟ

Ⓟ栃窪・湧（休止）
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また、地下水を主要な水源としてきたことから、本市の都市化が急激に進み、

人口が急増していた昭和 40 年代から 50 年代にかけては、このまま人口の増加

が続けば、「地下水が枯渇する」という心配もありました。  

そのため、昭和 51(1976)年から県水の受水が始まりました。この県水の受

水については、人口減少が続く現在においても必要なものとなっています。  

 

 

 

 

深 深　井　戸

浅 浅　井　戸

湧 湧 　　　水

伏 伏　流　水

表 表　流　水

Ｐ ポンプ圧送

水量は認可水量を表示しています。

凡　　　　　例

八幡山
4,480㎥ 広 畑

4,240㎥

内久根
3,250㎥

城 山
5,500㎥

二タ子送水

ポンプ場
4,000㎥

・浅

Ⓟ西大竹・1,000㎥・深

Ⓟ秦野田・1,700㎥・浅

Ⓟ前河原・1,250㎥・深

Ⓟ後田・1,250㎥・深

Ⓟ尾尻端・1,100㎥・深

Ⓟ峰開戸・1,100㎥・深

Ⓟ向原・1,400㎥・深

送水

Ⓟ

Ⓟ 送水

Ⓟ峰の下・5,000㎥・浅

接触式ばっ気装置接触式ばっ気装置

Ⓟ岩井戸・5,500㎥・浅

Ⓟ東脇・1,300㎥・浅

Ⓟ根古屋・湧（休止）

Ⓟ 加圧

ⒷⒷ

Ⓟ 送水

Ⓑ 接触式ばっ気装置

送水

県 水
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〈その他水系〉 
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県水の受水については、次項で詳しく述べますが、地下水については、図表

3-32 にも示すとおり、水収支6の算定を始めた平成 12(2000)年からの 19 年間

で、収支がマイナスになった（地下水の涵養量よりも取水量のほうが多かった）

のは、平成 12(2000)年と平成 21(2009)年の 2 回だけであり、近年では、9 年

間黒字が続いています。 

記録的少雨といわれる平成 30(2018)年でも黒字であり、今後は人口減少等

に伴い水道の需要も減少していくことが見込まれることから、地下水の枯渇と

いう心配は、ほぼなくなりつつあります。  

 

図表 3-32 秦野盆地の水収支 

 

 

このように、地下水を利用し、配水エリアも細かく分かれているという特徴

がある本市の水道事業には、図表 3-33 にも示したとおり、確かにデメリット

もあります。しかし、図表 3-34 の県下各市の水道料金にも示すとおり「安く

て美味い」といわれる秦野市の水道水は、この特徴が生み出しているといって

も過言ではありません。 

 

 

 

 

 

                                            
6 秦野盆地において 1 年間に流入する地下水の量と流出する地下水の量との差。流入に

は雨水や河川水の浸透、流出には地下水の汲み上げや河川への湧出がある。  

(551)

(7,762)

3,175 

(24,000)

(20,000)

(16,000)

(12,000)

(8,000)

(4,000)

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

(120,000)

(100,000)

(80,000)

(60,000)

(40,000)

(20,000)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

（㎥）（㎥）

地下水涵養量 地下水揚水・湧出量 水収支
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図表 3-33 本市の水道事業のメリット・デメリット  

 

 

図表 3-34 県下各市の水道料金（平成 31(2019)年 3 月 31 日現在） 

市       名 金 額 

南足柄市 1,566 円  

秦野市 1,836 円  

座間市 2,207 円  

小田原市 2,214 円  

川崎市 2,278 円  

県営水道(逗子市、海老名市、茅ヶ崎市、厚木市、平塚市、 

相模原市、綾瀬市、藤沢市、大和市、鎌倉市、伊勢原市) 
2,463 円  

横須賀市 2,581 円  

横浜市 2,652 円  

三浦市 3,056 円  

※ 月 20 ㎥使用した場合 

 

 

 

 

メリット

各家庭へは、配水場から自然流下
で給水できるため、給水コストを
低く抑えることができます。

配水場から各家庭への給水経路の
距離が短く、消毒用塩素の使用量
を低く抑えることができます。

地下水は、季節による温度変化が
少ないことから、夏は冷たく、冬
は暖かく感じる水道水を供給でき
ます。

デメリット

小規模とはいえ、多くの施設を持
つことは、維持管理や更新費用の
負担が大きくなります。

一つの配水場しか持たない配水エ
リアは、設備・機器の故障による
断水のリスクがあります。

水源が多いため、こまめな水質管
理が必要となります。
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３－２ 県水の受水 

本市の水道事業の特徴の一つとして、水源は、地下水を中心としながらも、

いわゆる「県水」と呼ばれる水道水も購入して、不足する水源を補っていると

いう点が挙げられます。 

このいわゆる「県水」と呼ばれる水道水は、水道用水供給事業者7である神

奈川県内広域水道企業団8が宮ヶ瀬ダムや三保ダムなどを活用して、相模川と

酒匂川から取水して作られる水道水です。  

本市は、神奈川県営水道を経営する神奈川県企業庁が供給を受けたこの水道

水を、分水契約を結んで供給を受けた後、幹線水系（図表 3-31 参照）に送り、

地下水とブレンドして使用しています。このように、自己水源を中心としなが

ら県水の分水を受けている事業体としては、本市のほかに座間市があります。  

図表 3-35 に示すとおり、平成 30(2018)年度の実績では、年間 4,485,870 ㎥

を 480,327,724 円（うち基本料金は 421,893,204 円）で購入していますが、近

年では、給水量の減少に伴い、県水の受水量も減少傾向にあります。  

 

図表 3-35 県水の受水状況 

 

                                            
7 「水道用水供給事業」とは、「水道事業者(水道事業を経営する者)」に対して水道水

を供給する事業をいい、各家庭等へ水を配る「水道事業」は、水道法により原則として

市町村が経営することに対して、水道用水供給事業は、都道府県単位等で行われます。 
8 神奈川県内広域水道企業団は、水道用水の広域的有効利用を図るとともに、重複投資

を避け、効率的な施設の配置及び管理を図ることなどを目的として、構成団体（神奈川

県、横浜市、川崎市、横須賀市）が昭和 44(1969)年に共同で設立した「特別地方公共

団体」です。 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

0

100,000,000

200,000,000

300,000,000

400,000,000

500,000,000

600,000,000

700,000,000

800,000,000

900,000,000

(料金：円) (受水量：㎥)

基本料金 従量料金 受水量
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前述のとおり現在においては、本市の主要な水源である秦野盆地の地下水が

枯渇する心配はほぼなくなりましたが、引き続き県水の供給を受けている理由

は、図表 3-36 のとおりです。 

 

図表 3-36 現代における県水の受水理由 

 

県水については、「値段が高い」、「美味しくない」といった意見を聞くこ

とがあります。 

まず、「値段が高い」という意見についてですが、前述のとおり、県水受水

費用の約 88％を占めているのは、基本料金です。この基本料金は、県水を確

保するためのダムの建設に要した経費の回収にかかわるものですが、ダムの容

量は、県水を利用する県内の各事業体が将来予測に基づき要望した最大受水量

（責任水量）により決められました。したがって、神奈川県内広域水道企業団

の経営努力による引き下げの可能性はあったとしても、経費の回収が終わるま

では、今後も大きく減ることはなく、現時点で、たとえ本市が県水の利用をや

めたとしても、支払いの義務は残ります。  

また、図表 3-37 に示したとおり、県水受水費は、「取水及び浄水処理に要

した費用」である原水浄水費に含まれ、その約 59％を占めています。本市の

取水量に占める県水の割合は、約 21％でありであり、こうした視点で見ると、

2 割の水源からの取水及び浄水処理に対して、全部の水源からの取水及び浄水

処理に要した経費の 6 割をかけているとも受け取れます。この点が、県水は

「値段が高い」といわれるゆえんです。  

しかしながら、これは予算科目上の整理に過ぎず、県水受水費の多くを占め

る基本料金は、前述したとおり、純粋に「取水及び浄水処理に要した費用」と

はいえないものです。県水受水費が営業費用に占める割合と県水が水源に占め

受

水

の

理

由

① 大根・鶴巻地区は、水道水源として適し
た地下水の乏しい区域であり、県水に頼らざ
るを得ないこと。また、地下水を配水するた
めには、配水ルートの新規の整備が必要にな
ること。

② 県水を配水している幹線水系は、１２万
人以上の給水人口を賄っており、朝夕のピー
ク時には、自己水源だけでは供給が不足する
こと。

③ 自然災害時等に地下水を取水できなく
なった場合には、県水は、それをバックアッ
プするために重要な水源であること。
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る割合の推移を図表 3-38 に示しましたが、平成 28(2016)年度に基本料金の引

き下げがあった効果もあり、現状では、両者はほぼ同じ割合となっており、こ

の点においては、県水の価格は、適正な水準にあるということもできます。  

なお、県水の受水をやめたとしても、県水受水費の大半を占める基本料金や

現在の施設・設備等の大半は使用することに加え、県水分を補う水源からの供

給も必要となり、それにかかる費用は増えることになるので、全体の費用が大

きく減ることは期待できません。 

 

図表 3-37 平成 30(2018)年度決算における営業費用（税抜き）の内訳  

 

 

図表 3-38 受水費が営業費用に占める割合と県水が水源に占める割合の推移  

 

 

配水給水費

225,351,786 

10%

受託工事費

17,465,817 

1%

業務費

117,359,988 

5%

総係費

136,812,314 

6%

減価償却費

870,662,805 

40%

資産減耗費

24,697,898 

1%

県水受水費

480,324,724 

22%

その他

330,485,363 

15%

原水浄水費

810,810,087 

37%

27.5% 28.0%
26.7%

25.4%
26.3%

23.8% 24.0%
22.4% 22.1% 21.8%

18.8% 19.0%
19.8%

21.3%

23.5% 23.1% 22.7%

20.7%
21.5% 21.1%

15%

20%

25%

30%

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

受水費割合 水源割合
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次に、県水は、「美味しくない」といった意見があることについてですが、

上下水道局では、イベントなどの際に「利き水体験」を実施しています。令和

元(2019)年 8 月 1 日（木）にクアーズテック秦野カルチャーホール（秦野市文

化会館）において開催された名水フェスティバルにおいても実施しましたので、

その結果を図表 3-39 に示しました。 

この「利き水体験」では、「丹沢山地山腹からの湧水を水源とする水道水」、

「酒匂川の表流水を水源とする水道水（県水）」、「秦野盆地地下 80ｍの地

下水を水源とする水道水」を用意し、目隠し調査の方法で 59 名の市民がそれ

ぞれを飲み比べ、水源と美味しいと思う水を選ぶというものでした。  

結果は、水源については、それぞれ正解が最も多くなっていますが、3 つの

水源のすべてを正解した方は 18 名であり、全体の 30.5％でした。また、最も

美味しいと思う水は、「湧水を水源とする水道水」50.8％と最も多くなりまし

たが、「表流水を水源とする水道水（県水）」と「地下水を水源とする水道水」

では、1 名の差しかありませんでした。  

いずれにしても、人の味覚は様々です。県水だから美味しくないということ

はなく、これからも、水源を組み合わせて安全で安心して飲むことができる水

道水を提供していきます。 

 

図表 3-39 利き水体験の結果 

 

 

 

湧水

と回

答

24

44%

表流水と回答 8 15%

地下

水と

回答

22

41%

〈湧水を飲んで〉

n=54
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答

15

28%

表流

水と
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33

61%

地下
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6
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〈表流水を飲んで〉

n=54 湧水
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答

14

27%

表流

水と

回答

15

28%

地下

水と

回答

24

45%

〈地下水を飲んで〉

n=53

湧水

30

50.8％

表流水

14

23.7％

地下水

15

25.4％

0% 20% 40% 60% 80% 100%

〈最も美味しいと思う水〉
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３－３ 3 つの処理区と単独処理場の設置 

下水道法が定める下水道には、図表 3-40、3-41 に示したとおり、いくつか

の種類があります。 

公共下水道及び都市下水路は、原則として市町村が設置・管理を行い、流域

下水道は、原則として、都道府県が設置・管理を行います。神奈川県では、相

模川流域下水道と酒匂川流域下水道の二つの流域下水道を設置し、管理してい

ます。 

また、公共下水道のうち、単独公共下水道は、終末処理場を持ち、流域関連

公共下水道は、終末処理場を持たず、流域下水道に接続するものをいいます。  

本市は、前述のとおり、その地理的特性から市内を 3 つの処理区に分け、中

央処理区は単独公共下水道、西部処理区は酒匂川流域関連公共下水道、大根・

鶴巻処理区は、伊勢原市の単独公共下水道の処理場への委託という処理方法を

とっています。3 つの異なる処理方法により、下水道事業を行っているのは、

神奈川県下の自治体では本市だけであり、他の市は、単独公共下水道のみ、又

は流域関連公共下水道のみ、若しくは単独と流域関連の併用となっています。  

様々な事情を勘案した上で、最も効率的な処理方法として選択した本市の処

理方法ですが、単独の処理場を有するという維持管理上のリスクも内包してい

ます。 

 

図表 3-40 下水道の種類 

 

 

 

 

 

下水道

公共下水道

【市町村】

単独

公共下水道

流域関連

公共下水道

特定環境保全

公共下水道

特定

公共下水道

流域下水道

【都道府県】

都市下水路

(雨水排水)

【市町村】



 

57 
 

図表 3-41 公共下水道のイメージ 

 

出典：神奈川県下水道公社パンフレット「かながわの流域下水道」 

 

総務省による公共施設状況調査の結果では、平成 31(2019)年 3 月 31 日現在、

全国には 2,003 の終末処理場があり、その処理区域内人口は、100,725,277 人

となっています。一つの処理場で、平均約 5 万人の汚水を処理することになり

ます。 

これに対して、本市の終末処理場である浄水管理センターは、本市の 3 つの
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処理区のうち、中央処理区の汚水を処理しますが、処理区域内人口は、平成

31(2019)年 3 月 31 日現在、105,245 人となっており、平均の 2 倍くらいの規

模を持っています。 

また、敷地面積は約 76,100 ㎡、本市の公共施設の中では、カルチャーパー

クに次ぐ広さであり、建物の延べ床面積は、約 21,700 ㎡、本市の公共施設の

中では、最も大きい建物になります。 

このように大きな公共施設である処理場は、その維持管理にも大きな費用が

必要になります。図表 3-42 に示すとおり、本市の処理場の維持管理に要する

処理場費は、営業費用の 15％以上を占めています。 

 

図表 3-42 下水道事業の営業費用の内訳(平成 30(2018)年度決算) 

 

 

一般的には、単独で処理場を持つよりも、流域下水道のように広域的に大き

な処理場で処理すれば、スケールメリットにより処理コストは下がるといわれ

ています。 

単純な比較ではありますが、図表 3-43 に示すとおり、有収水量 1 ㎥当たり

のそれぞれの処理方法に直接的に要する費用は、単独公共下水道での処理とな

る本市の処理場費と伊勢原市への負担金よりも、酒匂川流域下水道に対する負

担金が一番低くなりました。この負担金の中には、流域下水道の処理場に要す

る費用だけではなく、流域下水道に要する減価償却費や人件費見合いのコスト

などまで含まれていることを考えると、広域処理は、コストが低くなることが

わかります。 

しかしながら、現在の中央処理区及び大根・鶴巻処理区の汚水を流域下水道

管きょ費

173,211,659円

4.3%

ポンプ場費

58,067,277円

1.5%

処理場費

615,459,864円

15.4%

受託事業費

60,001,320円

1.5%

普及促進費

20,941,164円

0.5%

業務費

137,624,148円

3.4%
総係費

160,223,353円

4.0%

酒匂川流域下水

道負担金

17,502,000円

0.4%

伊勢原市事務委

託負担金

212,493,671円

5.3%

減価償却費

2,528,771,161円

63.2%

資産減耗費

19,028,309円

0.5%
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に接続するためには、管路整備にかかる費用面だけでも大きな負担が必要とな

り、耐用年数を迎えているわけでもない本市の処理場は、今後も維持せざるを

得ないのが現実です。 

 

図表 3-43 3 つの処理方法別の処理費用の単純比較  

 金額（A） 有収水量（B） 単価（A/B） 

処理場費 615,459,864 円 11,209,175 ㎥ 54.9 円/㎥ 

酒匂川流域下水道維持管理負担金 17,502,000 円 412,149 ㎥ 42.5 円/㎥ 

伊勢原市事務委託維持管理負担金 212,493,671 円 3,045,039 ㎥ 69.8 円/㎥ 

 

県下各市の下水道使用料をその処理方法等とともに、図表 3-44 にまとめま

した。下水道使用料には、その処理方法等によって、概ね次のような傾向があ

ることがわかります9。 

 

処理方法 流域 
計画区域内 

人口密度 
地方公営企業法 

    

 

本市は、下水道使用料が高くなるすべての傾向に当てはまりますが、月 20

㎥使用した場合の使用料は、県下の市の中で 3 番目に高くなっています。なお、

前述のとおり、水道料金が安いため、合計額では 4 番目に安い額となります。 

引き続き、経営努力を続け、処理費の抑制には努めていかなければなりませ

んが、今後は、築 40 年を経過する処理場をはじめとする施設の老朽化が進ん

でいきます。本市は、神奈川県下の市の中でも市民一人当たりの税収が最も少

ない部類であり、一般会計に頼ることも難しい状況であることから、公営企業

として健全経営を継続していくためには、使用料のあり方については、適宜検

討を進めていく必要があります。 

                                            
9 最も安い南足柄市と、2 番目に安い逗子市は、この傾向から外れますが、南足柄市の経

費回収率は 84.0%と最も低くなっています。また、逗子市は、地方公営企業法の適用を

受けていないので、一概に比較できませんが、平成 30 年度当初予算では、使用料収入と

繰入金の比が 100：75(秦野市 100：69)であり、両市ともに使用料で不足する処理費の多

くを一般会計の負担で賄っていると思われます。 

単
独

流
域

酒匂
川

相模
川

低
い

高
い

全部
適用

一部
適用
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図表 3-44 県下各市の下水道使用料及び処理方法等 

区分 

市名 

下水道 水道との合計 処理方法(計画10:人/ha) 法 

適11 

経費 

回収率12 使用料13 昇順 金 額 昇順 単独14 流域15 流出 16 

南足柄市 1,747 円 1 3,313 円 1  酒( 44)  全  84.0% 

逗子市 1,760 円 2 4,223 円 2 ①( 65)     

海老名市 1,763 円 3 4,226 円 3  相( 79)  一 115.7% 

茅ヶ崎市 1,844 円 4 4,307 円 5  相(101) 藤(111) 一 115.9% 

厚木市 1,938 円 5 4,401 円 7  相( 57)    

平塚市 1,998 円 6 4,461 円 8  相( 70)  一 126.9% 

横浜市 1,998 円 7 4,650 円 13 ⑨( 93)   一 134.0% 

相模原市 1,999 円 8 4,462 円 9  相( 81)  一 109.7% 

綾瀬市 2,060 円 9 4,523 円 10 ①( 78) 相( 53)    

川崎市 2,116 円 10 4,394 円 6 ④(130)   全 118.0% 

藤沢市 2,163 円 11 4,626 円 12 ②( 79) 相( 40)  一 100.9% 

大和市 2,250 円 12 4,713 円 14 ②(113)     

鎌倉市 2,260 円 13 4,723 円 15 ②( 64)     

伊勢原市 2,312 円 14 4,775 円 16 ①( 75) 相( 52)    

座間市 2,370 円 15 4,577 円 11  相( 98)  全 104.4% 

横須賀市 2,398 円 16 4,979 円 18 ④( 62)   全 104.6% 

秦野市 2,424 円 17 4,260 円 4 ①( 56) 酒( 86) 伊( 85) 全  94.4% 

小田原市 2,589 円 18 4,803 円 17  酒( 57)  一  95.5% 

三浦市 2,868 円 19 5,924 円 19 ②( 57)     

平均 2,150 円 － 4,544 円 －      

                                            
10 かっこ内数字は、計画区域内人口密度＝計画処理人口(人)÷計画区域面積(ha) 出

典：神奈川県の下水道事業(令和元年版) 
11 全：地方公営企業法全部適用 一：地方公営企業法一部適用 （第 3 章第 4 節参照） 
12 経費回収率＝使用料単価(有収水量 1 ㎥あたりの使用料収入)÷汚水処理原価(1 ㎥あた

りの汚水処理費) 
13 税込み 
14 ○数字は、処理場の数 
15 相：相模川流域関連公共下水道 酒：酒匂川流域関連公共下水道 
16 藤：藤沢市の処理場に接続 伊：伊勢原市の処理場に接続 
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第４節 地方公営企業と会計の仕組み 

４－１ 地方公営企業とは 

地域住民の生活や地域の発展に不可欠なサービスを提供する様々な事業活動

を行うために、地方公共団体が経営する企業活動のことを「地方公営企業」と

いいます。地方公営企業がサービスの提供に要する経費は、対価として受益者

から受け取る料金収入によって賄うことを原則としています。その代表的なも

のとして、上下水道をはじめ、交通、病院、電気、ガスなど多種多様な事業が

あります。 

 本市が地方公営企業として経営している上下水道事業は、利用者に安全な水

を安定して提供するとともに、公衆衛生の向上・生活環境の改善や河川などの

水質を保全することが求められています。  

 また、地方公営企業には、図表 3-45 に示すとおり、地方公営企業の全部適

用と、一部適用とがあります。本市では、組織、財務、職員の身分取扱等につ

いて、地方自治法、地方財政法及び地方公務員法の特例を定めた地方公営企業

法を全部適用し、水道事業は昭和 43(1968)年度から、下水道事業は平成

28(2016)年度から地方公営企業となりました。  

  

図表 3-45 地方公営企業法の適用区分 

 

 

 

全部適用 一部適用

水道事業
工業用水道事業

交通事業
電気事業
ガス事業

病院事業
（財務規定など）

港湾整備事業
市場事業
と蓄場事業
観光施設事業
宅地造成事業
簡易水道事業
下水道事業

当然適用
任意適用

※簡易水道事業及び下水道事業は、平成27年度から平成31年度までを「集中取組
期間」として令和2年度までに公営企業会計に移行することとされています。



 

62 
 

４－２ 地方公営企業会計の仕組み 

地方公営企業に移行すると、会計処理も官庁会計方式から公営企業会計方式

へと移行することになります。 

この公営企業会計では、経営成績や財政状態などをより的確に把握すること

が可能になるため、一般会計などで採用されている官公庁会計とは異なる多く

の特色を持っています。 

 

特色① 現金主義と発生主義 

  

官公庁会計では現金の収支の事実に基づく「現金主義」が採用されているの

に対して、公営企業会計では現金の収支の有無にかかわらず、経済活動の発生

の事実に基づいて、その都度仕分けにより取引を記録し、整理する「発生主義」

が採用されています。 

 公営企業会計では、複式簿記により、経済価値の増加（借方）ともう 1 つの

経済価値の減少（貸方）などの 2 つの側面から経済活動を記録します。そのた

め、現金の増減にかかわる取引のみならず、備品や建物の使用による価値の減

少などのように、一般的には取引と言われないようなものも、取引として扱わ

れます。 

 また、資産、負債及び資本についても、増減や異動を発生の事実に基づいて

整理します。次のような算式によって資本が算出され、資本と負債及び資本は

常にバランスしています。 

 

 

特色② 期間損益計算、費用配分の原則  

  

官公庁会計では現金主義であるため、その年度の現金支出はその年度の費用

となります。一方で、公営企業会計では、発生主義により「期間損益計算」が

重視されるため、現金支出があってもそれがすべてその年度の費用とはなりま

せん。 

これを「費用配分の原則」と言い、建物の建設改良のように、その年度の支

出の効果が数年間にわたって持続するもの（固定資産）については、固定資産

の経年的な経済価値の減少額として、各年度に期間損益計算の費用（減価償却

費）が計上されます。なお、減価償却費は、過去に支出した建設費を費用化し

ているため、現金の支出はありません。 

資産－負債＝資本（資産＝負債＋資本） 
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図表 3-46 減価償却費のイメージ 

 

 

 

特色③ 収益的収支と資本的収支の区分  

  

官公庁会計では、予算及び決算は、すべての収入を歳入、支出を歳出として、

それぞれを合算して差引剰余金を計算します。これに対して、公営企業会計で

は、歳入及び歳出を、①当年度の損益取引に基づくもの（収益的収支）と、②

資産の増減に関する取引（資本的収支）に区分して期間損益計算を明らかにす

ることとされています。 

 収益的収支では、事業全体の収益から事業全体の費用を差し引いたものを

「経常損益」といい、そこから臨時的あるいは例外的な「特別利益」や「特別

損失」を差し引いたものを「純損益」といいます。  

 資本的収支では、収入は、建設改良に充てる企業債と補助金が主となります

が、支出には、過去の建設改良などのために借入れた企業債の償還に係る支出

が含まれるため、財源が不足することになります。この不足額の補填に用いる

財源の中には、減価償却費などの内部留保している資金（損益勘定留保資金）

や収益的収支の純利益などがあり、これらを「補填財源」といいます。 

なお、官公庁会計においても、現金主義を補完するものとして発生主義・複

式簿記の考え方を取り入れた、新たな地方公会計を導入することになりました。

本市では、総務省が平成 29(2017)年度末までに「固定資産台帳の整備」と

「複式簿記の導入」を前提とした「統一的な基準に基づいた財務書類」を作成

するよう要請したことを受け、平成 28(2016)年度決算からこれらの財務書類

を作成しています。 

 

 

 

 

当年度 翌年度以降

（第1年度） （第2年度） （第3年度） （第4年度） （第5年度）
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減 価 償 却 費 純 利 益

収 益 的 支 出



 

65 
 

４－３ 独立採算と使用料 

地方公営企業法第 3 条では、地方公営企業の経営の基本原則について、次の

ように定めています。 

 

特に注目すべきは、「常に企業の経済性を発揮する」と規定されていること

であり、一般的な行政事務とは大きく異なる点です。  

この「企業の経済性」とは、すなわち「独立採算」を求めるということであ

り、この点については、総務省の地方公営企業の概要を解説するホームページ

でも、「一般行政事務に要する経費が権力的に賦課徴収される租税によって賄

われるのに対し、公営企業は、提供する財貨又はサービスの対価である料金収

入によって維持される。」と記載されているところです。 

本市においても、この原則を満たすべく、水道事業は「秦野市水道事業給水

条例」に、公共下水道事業は「秦野市公共下水道使用料徴収条例」に、それぞ

れ図表 3-48 及び 3-49 に示すとおりの使用料が定められています。  

 

図表 3-48 本市の水道料金（税抜き：H28(2016).4.1～） 

 使用水量 ﾒｰﾀｰ口径 一般用 農業用 臨時用 

基
本
料
金 

8 ㎥まで 

20mm 以下 680 円 

2,200 円 

25mm 1,110 円 

40mm 2,880 円 

50mm 5,180 円 

75mm 11,600 円 

100mm 18,800 円 

150mm 38,800 円 

200mm 59,000 円 

(

１
㎥
に
つ
き)

 

超
過
料
金 

 

8 ㎥超 20 ㎥まで 85 円 

415 円 

20 ㎥超 30 ㎥まで 95 円 

30 ㎥超 50 ㎥まで 140 円 

50 ㎥超 100 ㎥まで 205 円 

170 円 100 ㎥超 500 ㎥まで 225 円 

500 ㎥超 245 円 

（経営の基本原則） 

第三条 地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、その本来の目

的である公共の福祉を増進するように運営されなければならない。 
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図表 3-49 本市の下水道使用料（税抜き：H29(2017).4.1～） 

用途 区分 水量（㎥） 金額 

一
般
汚
水 

基本料金  4 ㎥まで 365 円 

超過料金(1 ㎥につき） 

 4 ㎥超     8 ㎥まで 110 円 

 8 ㎥超    20 ㎥まで 120 円 

 20 ㎥超    30 ㎥まで 160 円 

 30 ㎥超    50 ㎥まで 210 円 

 50 ㎥超    75 ㎥まで 255 円 

 75 ㎥超   100 ㎥まで 260 円 

100 ㎥超   500 ㎥まで 270 円 

 500 ㎥超 3,000 ㎥まで 280 円 

3,000 ㎥超 290 円 

特定 

汚水 

基本料金及び超過料金(1 ㎥につき)  500 ㎥まで 一般汚水と同額 

超過料金(1 ㎥につき） 500 ㎥超 225 円 

公衆 

浴場 

汚水 

基本料金  100 ㎥まで 2,310 円 

超過料金(1 ㎥につき） 100 ㎥超 20 円 

用途区分 

１ 一般汚水：公衆浴場汚水及び特定汚水以外の汚水をいう。 

２ 特定汚水：公共下水道接続後も下水道条例第 11 条及び第 12 条の規定により引き

続き除害施設で汚水を処理する必要のある使用者から排除される汚水をいう。 

３ 公衆浴場汚水：公衆浴場法第１条第１項に規定する施設で、物価統制令第４条の

規定により入浴料金について統制額の指定を受けているものから排除される汚水を

いう。 

 

この使用料は、水道料金算定要領（平成 27(2015)年 2 月公益社団法人日本

水道協会）にも示されているとおり、独立採算を原則とする公営企業であるこ

とから、その事業活動に必要な「営業費用」に加え、「資本費用」、いわゆる

減価償却費に相当する金額も資本の形成のために必要な費用として、サービス

受給者の負担として算定されます。 

 

この使用料算定の基本原則は、下水道事業でも同じですが、水道事業とは一

部異なる点があります。それは、たとえ公営企業となっても、その必要な経費

の中に公費（税金）で負担すべきとされている部分があることです。  

水道料金は、過去の実績及び社会経済情勢の推移に基づく合理的な給水需要予

測と、これに対応する施設計画を前提とし、誠実かつ能率的な経営の下における

適正な営業費用に、水道事業の健全な運営を確保するために必要とされる資本費

用を加えて算定しなければならない。 
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図表 3-50 に本市の水道事業会計と公共下水道事業会計における収入の決算

額を示しました。 

収益的収入では、水道料金や水道利用加入金など、水道事業のサービス受給

者の負担は、9 割を占めていることに対して、公共下水道事業では、サービス

受給者の負担は、下水道使用料など、およそ 4 割となっています。 

また、資本的収入では、水道事業は企業債が 8 割以上を占め、補助金は 1 割

もありません。これに対して下水道事業は、企業債は 7 割であり、国庫と他会

計からの補助金が 4 分の 1 を占めています。 

 

図表 3-50 収益的収入の決算額（平成 30(2018)年度：税込み） 

 

 

水道料金

2,406,121,764円

83%

長期前受金戻入

205,870,678円

7%

水道利用加入金

128,628,000円

5%

その他

148,733,224円

5%

〈水道：収益的収入〉

下水道使用料

2,279,659,010円

41%

他会計補助金

1,571,741,036円

28%

長期前受金戻入

1,095,153,423円

19%

雨水処理負担金

491,601,764円

9%

その他

149,384,992円

3%

〈下水道：収益的収入〉

企業債

193,700,000円

83%

補助金

13,000,000円

6%

繰入金

17,604,621円

8%

その他

8,074,820円

3%

〈水道：資本的収入〉

企業債

690,100,000円

73%

他会計補助金

68,545,000円

7%

国庫補助金

165,900,000円

18%

その他

16,081,911円

2%

〈下水道：資本的収入〉
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これらの違いは、図表 3-51 に示すとおり、公共下水道事業にかかる費用の

負担の原則にあります。 

公共下水道事業の役割には、汚水の処理と雨水の処理がありますが、まず、

一般会計（公費）で負担すべき費用の一つ目は、雨水処理にかかる費用です。

雨水は、汚水と異なり自然現象であって、原因者がいないことから、その処理

に要する経費は、公費で負担すべきとされています。主には、図表 3-49 に示

す収益的収入の「雨水処理負担金」がこれに該当します。  

そして、公費で負担すべき費用の二つ目は、汚水の処理に要する施設や  

管きょにかかる資本費用の一部となります。主には、図表 3-49 に示す収益的

収入と資本的収入の「他会計補助金」がこれに該当します。 

 

図表 3-51 公共下水道事業の費用負担 

 

 

下水道は、水道とは異なり、国策として多くの国費が投入され、昭和 40 年

代から 50 年代にかけて急速に整備が進められました。また、処理場などの施

設にも大きな費用がかかっています。公営企業会計においては、減価償却費を

支出として処理することは、前にも触れたとおりですが、本市の場合、水道事

業の減価償却費は、約 8.7 億円であることに対して、公共下水道事業では、お

よそ 3 倍に当たる約 25.3 億円の減価償却費を支出する必要があります。  

このように、集中的に大きな費用をかけて整備した下水道施設にかかる減価

償却費を、すべて使用料に転嫁し、独立採算を保とうとすれば、本市の下水道

使用料収入は約 22.8 億円なので、単純計算でも現在の使用料をおよそ 2 倍に

引き上げる必要があります。 

そこで、独立採算を原則とする公営企業会計であっても、地方公営企業法第

17 条の 2 第 1 項第 2 号において、「当該地方公営企業の性質上能率的な経営

を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難で

あると認められる経費」は、一定の基準の下に、公費から負担することを認め、

他会計補助金として一般会計から公共下水道事業会計に支出しています。  

他会計補助金

使用料（私費)

一般会計(公費)

公共下水道事業

汚水処理

雨水処理

雨水処理負担金

他会計補助金
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しかしながら、この基準に基づく公費による負担をもってしても、使用料の

負担抑制のためには、収入が不足することから、多くの公共下水道事業者は、

基準を上回る一般会計の負担を求めています。  

この負担を「基準外の繰入金」と呼びますが、本市においても例外ではあり

ません。図表 3-52 に示すとおり、平成 29(2017)年度決算では、約 21.3 億円の

他会計補助金のうち、およそ 20％に当たる約 4.2 億円が、また、平成

30(2018)年度決算では、約 21.3 億円の繰入金のうち、およそ 24％に当たる約

5.0 億円がこの「基準外の繰入金」となっています。  

 

図表 3-52 繰入金の内訳 

単位：円

H29 H30 説明

455,318,973 491,601,764

雨水維持管理費 48,691,973 69,971,764
雨水の管きょや施設の維持管理に係
る経費

雨水資本費（元金） 287,745,000 307,095,000

雨水資本費（利子） 118,882,000 114,535,000

1,179,538,907 1,061,892,212

分流式下水道等に要する経費 1,158,464,000 1,043,494,000

分流式の公共下水道などの処理施設
に要する資本費（利息や減価償却費
など）のうち、下水道使用料をもっ
て充てることができないと認められ
るものに相当する額

下水の規制にかかる経費 215,676 244,630
公共用水域の水質保全に関する事務
に要する経費

特例措置（利子） 6,277,000 4,724,000
平成5年度の国庫補助負担率の恒久
化に伴って、平成12年度までに許可
された企業債の支払利息

流域臨時措置（利子） 169,000 162,000
流域下水道の建設に伴って発行した
臨時措置分の支払利息

特別措置（利子） 1,690,000 1,609,000
平成18年度の地方財政措置の変更に
伴って発行した企業債の支払利息

水洗化関係経費 11,263,231 10,410,582
水洗便所への改造命令及び排水設備
に係る事務に要する経費の1/2

児童手当に係る経費 1,460,000 1,248,000
地方公営企業職員の児童手当給付に
要する経費の一部

73,048,000 68,545,000

特例措置（元金） 43,935,000 39,080,000
平成5年度の国庫補助負担率の恒久
化に伴って、平成12年度までに許可
された企業債の元金償還金

流域臨時措置（元金） 436,000 465,000
流域下水道の建設に伴って発行した
臨時措置分の元金償還金

特別措置（元金） 4,000,000 4,000,000
平成18年度の地方財政措置の変更に
伴って発行した企業債の元金償還金

職員給与費（雨水）、
児童手当に係る経費

24,677,000 25,000,000
雨水整備に係る職員の給与費、地方
公営企業職員の児童手当給付に要す
る経費の一部

423,203,620 509,848,824

福祉減免補填 6,604,500 6,887,800
重度認知症高齢者及びねたきり高齢
者の下水道使用料の減免に係る経費

分流式下水道等に要する経費 416,599,120 502,961,024 上記基準以外の経費

2,131,109,500 2,131,887,800

雨水整備のために過去に借入れた企
業債の元金償還金とその支払利息

合計

雨水処理負担金

他会計補助金（収益的収入）

他会計補助金（資本的収入）

基準外繰入金
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地方公営企業決算状況調査の結果から、全国の 1,189 の公共下水道事業体の

基準外の繰入状況を図表 3-53 に示しました。 

 

図表 3-53 公共下水道事業会計の基準外繰入の状況(H29(2017)決算) 

【法適用企業：376 事業体】 

〈事業体数〉 〈金額〉 

  

【法非適用企業：813 事業体】 

〈事業体数〉 〈金額〉 

  

 

地方公営企業法を適用した事業体では、約 85％に当たる 321 の事業体で基

準外繰入を行い、その金額は、繰入金の約 14％に当たります。また、法を適

用していない事業体では、約 89％に当たる 721 の事業体で基準外繰入を行い、

その金額は、繰入金の約 25％に当たります。また、神奈川県下自治体の基準

外繰入金の状況は、図表 3-54 に示すとおりですが、法適用企業では約 8％、

法非適用企業では約 23％、全体では約 10％が基準外繰入となっています。 

地方公営企業法を適用する最大の理由は、独立採算を目指すことにあります。

基準外

あり

321

85%

基準外

なし

55

15%

基準外

繰入金

1,286.7

億円

14%

基準内

繰入金

7,833.0

億円

86%

基準外

あり

721

89%

基準外

なし

92

11%

基準外

繰入金

1,117.6

億円

25%

基準内

繰入金

3,437.9

億円

75%
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この点において、全国、県下ともに法適用企業のほうが基準外繰入を行う事業

体の割合、繰入金に占める基準外繰入の割合は、ともに低くなっており、一定

の成果が現れているといえます。しかし、本市は、法適用企業ですが、県下、

全国の法適用企業の基準外の割合を、ともに上回る割合の基準外繰入が続いて

います。 

このことは、使用料の負担を低く抑えることにつながる一方で、一般会計の

負担を重くしています。一般会計では、公共下水道事業会計以外にも、国民健

康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計へ

も赤字補填のための繰出しを行っていますが、高齢化の進展により、その負担

も年々重みを増しています。 

公共下水道事業会計のみならず、一般会計が厳しい状況にあることは同じで

あり、地方公営企業法を適用させた趣旨を踏まえ、公共下水道事業の計画的、

効率的な運営に努めるとともに、一層の経営改革を進め、早期に「基準外の繰

入金」の解消を図る必要があります。 

 

図表 3-54 県下自治体の基準外繰入の状況(単位:千円) 

 

44,739,590 
14,685,021 

4,261,335 
3,055,459 

3,297,500 
3,802,905 

2,150,000 
2,080,022 

1,707,905 
247,689 

423,314 
226,946 

314,887 
124,995 

2,183,990 
292,062 

554,157 
544,410 

1,048,820 
911,236 

1,135,122 
646,201 

538,282 
365,131 

324,153 
203,231 

72,922 
54,924 

153,357 
183,566 

45,720 
299,650 

672,376 
3,025,749 

457,751 
812,011 

475,500 
849,798 

0 
15,603 

423,204 
0 

166,890 
100,754 

174,813 
76,346 

179,802 
255,912 

73,062 
527,503 

667,990 
80,506 

210,710 
103,011 

56,594 
25,306 

540 
76,769 

80,878 
107,376 

32,919 
176,704 

50,455 
120,981 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

〈法適団体〉
横浜市
川崎市

相模原市
横須賀市

平塚市
藤沢市

小田原市
茅ヶ崎市

秦野市
海老名市

座間市
南足柄市

寒川町
湯河原町

〈法非適団体〉
鎌倉市
逗子市
三浦市
厚木市
大和市

伊勢原市
綾瀬市
葉山町
大磯町
二宮町
中井町
大井町
松田町
山北町
開成町
箱根町
真鶴町
愛川町

基準内繰入金 基準外繰入金
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第５節 平成 30(2018)年度決算状況 

５－１ 水道事業 

１ 収益的収支 

収益的収入では、図表 3-55 に示すとおり、その約 83％を給水収益が占め

ています。次いで長期前受金戻入の 7％、水道利用加入金の 4％となってい

ます。また、経営や財務状況を正確に表すために、実際には現金収入を伴わ

ない長期前受金戻入なども収入ととらえるのが、公営企業会計の特徴です。 

 

図表 3-55 収益的収入の決算内訳（税込み）  

科 目 金額(円) 説   明 

営業収益 2,446,464,840 主たる営業活動に伴う収入 

 

給水収益 2,406,121,764 水道料金収入 

受託給水工事収益 16,311,574 給水装置工事の審査･検査の手数料など 

その他の営業収益 24,031,502 
おいしい秦野の水販売代金、福祉減免に対

する一般会計からの負担金 

営業外収益 434,779,229 
財務活動等の営業活動以外の活動によって

生じる収益 

 

受取利息 211,104 定期･普通預金の利息 

補助金 2,722,000 
職員への児童手当の支給に対する一般会計

からの補助金 

交付金 0 
国や県などからの交付金。建設事業に対す

る交付金は、資本的収入で取り扱う。 

水道利用加入金 128,628,000 新規に水道を利用する方からの加入金 

引当金戻入益 2,138,452 不要となった貸倒引当金 17 

長期前受金戻入 205,870,678 

国庫補助金を充てて整備した資本の減価償

却に合わせて、過去に交付された国庫補助金

を収益化したもの。現金の収入は伴わない。 

雑収益 95,208,995 地下水利用協力金や土地貸付収入など 

特別利益 8,109,597 当年度の経常的収益から除外すべき利益 

  

  

  

固定資産売却益 8,030,385 土地や車両の売却益(台帳価格を上回る額) 

過年度損益修正益 79,212 過年度の損益の修正の結果増える収益 

その他特別利益 ―  

合計 2,889,353,666  

                                            
17 金銭債権について、次期以降に予想される貸倒額（回収不能となる額）を見積もり準

備しておくこと。 
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次に収益的支出では、図表 3-56 に示すとおり、原水浄水費と減価償却費

がそれぞれ約 35％を占め、次いで配水給水費の約 10％となっています。ま

た、収益的収入と同様に、経営状況や財務状況を正確に表すために、実際に

は現金支出を伴わない減価償却費なども支出としてとらえるのが、公営企業

会計の特徴でもあります。 

 

図表 3-56 収益的支出の決算内訳（税込み）  

科  目 金額(円) 説   明 

営業費用 2,287,980,638 
主たる営業活動のために必要な

費用 

 

原水浄水費  871,153,726 

原水の取入れ並びに原水のろ過

滅菌に係る設備の維持及び作業に

要する費用 

配水給水費 238,453,043 

配水池、配水管その他浄水の配

水に係る設備及び給水装置に附属

する量水器その他の設備の維持及

び作業に要する費用 

受託工事費 17,523,102 
給水装置の新設又は修繕等の受

託工事に要する費用 

業務費 125,021,748 
料金の調定、収納その他の業務

委託等に要する費用 

総係費 140,059,476 事業全般に関連する費用 

減価償却費 870,662,805 

管路や設備等の資産について、

整備後経年に伴い、資産価値が減

少していくことから、その目減り

分を経費として計上 

資産減耗費 25,106,738 除却した固定資産等の台帳価格 

その他の営業費用 0  

営業外費用 208,550,573 
財務活動等の主たる営業活動以

外の活動から生じる費用 

 

支払利息及び企業債取扱諸費 138,924,598 建設事業に充てた借入金の利息 

消費税及び地方消費税 69,178,600  

雑支出 447,375  

特別損失 784,156 
当年度の経常的費用から除外す

べき損失 

 

固定資産売却損 75,835 
土地や車両の売却損（台帳価格

を下回る額） 

過年度損益修正損 708,321 
過年度の損益の修正の結果増え

る損失 

減損損失 0 
価値の落ちた資産の帳簿価格を

下げた額 

その他特別損失 0  

合計 2,497,315,367  
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２ 資本的収支 

資本的収入では、図表 3-57 に示すとおり、約 83％を企業債が占めていま

す。公共下水道事業と異なり、国･県からの補助金が少ないことや、一般会

計からの繰入金も少ないため、小規模なものとなります。  

また、資本的支出では、図表 3-58 に示すとおり、建設改良費が約 53％を、

企業債償還金が約 44％を占め、両者で大半を占めています。  

なお、資本的支出に対して資本的収入の不足する額 876,689,044 円につい

ては、過年度分損益勘定留保資金 616,366,586 円、減債積立金 130,000,000

円、建設改良積立金 93,290,000 円、当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額1837,032,458 円を充てて補填しています。 

 

図表 3-57 資本的収入の決算内訳（税込み）  

 科  目 金額(円) 説   明 

企業債 193,700,000 水道施設の改良、更新工事の財源とする借金 

工事負担金 4,518,885 
一般会計で管理する道路や消化栓等の工事費用に

対する一般会計からの負担金 

補助金 13,000,000  国や県からの補助金 

固定資産売却代金 3,152,780  土地や車両の売却代金 

繰入金 17,604,621  職員退職給与準備基金からの繰入金 

その他資本的収入 403,155  

合      計 232,379,441  

 

図表 3-58 資本的支出の決算内訳（税込み）  

 科   目 金額(円) 説   明 

建設改良費 591,343,722 
収入を生むための資本となる管や施設の

建設や改良に必要となる費用 

 

事務費 84,327,452 建設改良事業に必要となる給料や手当等 

水道施設耐震化事業費 319,643,418 導水管や送水管の耐震化のための費用 

水道施設整備事業費 128,384,406 取水場や配水場の整備･更新のための費用 

第 4 次拡張整備事業費 54,385,132 
第 4 次拡張認可に基づく配水区域拡張の

ための費用 

固定資産購入費 4,603,314 固定資産となる設備機器等の購入費用 

企業債償還金 486,322,270 過年度に借りた企業債の元金償還費用 

基金積立金 31,402,493 
水道事業基金、退職給与準備基金への積

立金 

その他資本的支出 0  

合  計 1,109,068,485  

 

                                            
18 主には支出に含まれる消費税と収入に含まれる消費税の差額 
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３ 損益計算書 

水道事業会計の損益計算書は、図表 3-59 に示すとおりです。純利益

354,612,242 円は、減債積立金への積立て 160,027,162 円、建設改良積立金

への積立て 194,585,080 円により処分しています。 

 

図表 3-59 損益計算書（税抜き） 

科目 金額(円) 

営業収益 A 2,267,800,361 

営業費用 B 2,203,160,695 

営業損益 C=A-B 64,639,666 

営業外収益 D 423,194,253 

営業外費用 E 140,593,234 

経常損益 F=C+D-E 347,240,685 

特別利益 G 8,105,912 

特別損失 H 734,355 

当年度純損益 F+G-H 354,612,242 

 

４ 貸借対照表 

水道事業会計の貸借対照表は、図表 3-60 に示すとおりです。負債と資本

は、同程度であり、健全経営に努めています。  

 

図表 3-60 貸借対照表（税抜き） 

資産の部 金額(円) 負債の部 金額(円) 

固定資産 固定負債 

 有形固定資産 19,533,804,211  企業債 6,566,448,638 

無形固定資産 2,901,043 引当金 44,578,379 

投資 514,848,268 流動負債 

流動資産  企業債 489,866,572 

 現金預金 1,846,937,252 未払金 191,643,954 

未収金 271,756,396 引当金 47,794,000 

貸倒引当金 △2,300,000 その他 2,104,124 

貯蔵品 79,533,770 繰延収益 

前払金 98,050,000  長期前受金 9,523,703,900 

 収益化累計額 △5,752,756,296 

資本の部 金額(円) 

資本金 9,679,392,130 

剰余金 1,552,755,539 

資産合計 22,345,530,940 負債・資本合計 22,345,530,940 
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５ 口径別の給水状況 

平成 30(2018)年度におけるメーター口径別の給水戸数と給水収益を図表

3-61 に示しました。 

給水戸数は、一般的な家庭で用いられる 13mm 及び 20mm が全体の

98.8％を占めていますが、給水収益では、66.8％に留まり、1 戸当たりの給

水収益は、約 19,465 円となります。なお、業務用となる 20mm を超える口

径では、1 戸当たりの給水収益は、約 767,716 円となります。 

 

図表 3-61 口径別の給水戸数及び給水収益  

 

 

 

13mm

64,702戸

84%

20mm

11,790戸

15%

25mm

547戸

1%

40mm

284戸

0%

50mm

69戸

0%

75mm

40戸

0%

100mm

20戸

0%

150mm

2戸

0%

200mm

1戸

0%

〈給水戸数〉

13mm

1,177,092,165円

53%

20mm

311,817,700円

14%

25mm

65,267,285円

3%

40mm

181,683,455円

8%

50mm

156,409,185円

7%

75mm

141,867,950円

6%

100mm

134,114,980円

6%

150mm

25,817,525

円

1%

200mm

34,150,460円

2%

〈給水収益〉
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５－２ 公共下水道事業 

１ 収益的収支 

収益的収入では、図表 3-62 に示すとおり、水道事業とは異なり、使用料

収入が収益的収入に占める割合は低く、約 41％となります。これを補うの

は、前述のとおり一般会計からの繰入金となり、雨水処理負担金と他会計補

助金を合わせると、約 37％を占めています。 

 

図表 3-62 収益的収入の決算内訳（税込み）  

科   目 金額(円) 説   明 

営業収益 2,875,371,702 主たる営業活動に伴う収入 

 

下水道使用料 2,279,659,010  下水道使用料収入 

雨水処理負担金 491,601,764 
 雨水の処理に要した費用に対する

一般会計からの負担金 

受託事業収益 67,459,320 

 一般会計で所有するし尿希釈投入

施設や雨水排水施設の管理を行うこ

とに対する委託料など 

その他営業収益 36,651,608 

 し尿処理に要した費用に対する一

般会計からの負担金や指定工事店関

係の手数料など 

営業外収益 2,712,111,068 
財務活動等の営業活動以外の活動

によって生じる収益 

 

受取利息 57,535  定期・普通預金の利息 

他会計補助金 1,571,741,036 
 汚水処理に対する一般会計からの

繰入金 

国庫補助金 3,500,000 
 収益的支出の中の事業に対する国

からの補助金 

長期前受金戻入 1,095,153,423 

国庫補助金を充てて整備した資本

の減価償却に合わせて、過去に交付

された国庫補助金を収益化したも

の。現金の収入は伴わない。 

資本費繰入収益 25,287,488 
雨水処理に対する一般会計からの

繰入金の一部を収益化したもの。 

消費税及び地方消費税還付金 0  

雑収益 16,371,586 
 浄水管理センターの維持管理費用に

対する水道事業会計からの負担金など 

特別利益 57,455 
当年度の経常的収益から除外すべ

き利益 

 
過年度損益修正益 57,455 

過年度の損益の修正の結果増える

収益 

その他特別利益 －  

合計 5,587,540,225  
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収益的支出では、図表 3-63 に示すとおり、減価償却費が約 54％を占め、

金額は、水道事業の 2.9 倍に達します。次いで、処理場費と支払利息が約

13％ずつを占めています。過去に多くの借金を充てて、多くの施設が整備

されてきたことがわかります。 

 

図表 3-63 収益的支出の決算内訳（税込み）  

科  目 金額(円) 説   明 

営業費用 4,003,323,926 
主たる営業活動のために必要な

費用 

 

管きょ費 173,211,659  下水道管の維持管理費 

ポンプ場費 58,067,277  ポンプ場の  〃 

処理場費 615,459,864  浄水管理センター 〃 

受託事業費 60,001,320 
 し尿希釈投入施設や雨水排水施

設の維持管理費など 

普及促進費 20,941,164  水洗化の普及促進費用 

業務費 137,624,148 
 排水設備指定工事店関係の費用

など 

総係費 160,223,353 事業全般に関連する費用 

酒匂川流域下水道 

維持管理負担金 
17,502,000 

 酒匂川流域下水道に接続してい

る汚水の処理に対する負担金 

伊勢原市事務委託 

維持管理負担金 
212,493,671 

 伊勢原市の終末処理場に接続し

ている汚水の処理に対する負担金 

減価償却費 2,528,771,161 

管路や設備等の資産について、

整備後経年に伴い、資産価値が減

少していくことから、その目減り

分を経費として計上 

資産減耗費 19,028,309 除却した固定資産等の台帳価格 

その他の営業費用 0  

営業外費用 670,741,741 
財務活動等の主たる営業活動以

外の活動から生じる費用 

 

支払利息及び企業債取扱諸費 612,775,644  建設事業に充てた企業債の利息 

消費税及び地方消費税 57,939,500  

雑支出 26,597  

特別損失 651,419 
当年度の経常的費用から除外す

べき損失 

 

固定資産売却損 0  

過年度損益修正損 643,565 
過年度の損益の修正の結果増え

る損失 

その他特別損失 7,854  

合計 4,674,717,086  
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２ 資本的収支 

資本的収入では、図表 3-64 に示すとおり、約 73％を企業債が占めていま

す。水道事業とは異なり、国からの補助金も約 18％を占めています。 

また、資本的支出では、図表 3-65 に示すとおり、企業債償還金が約 69％

を、管きょ建設費が約 22％を占め、両者で大半を占めています。  

なお、資本的支出に対して資本的収入の不足する額 2,113,490,050 円につ

いては、当年度分損益勘定留保資金 1,414,086,000 円、減債積立金

651,540,245 円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

47,863,805 円を充てて補填しています。  

 

図表 3-64 資本的収入の決算内訳（税込み）  

科  目 金額(円) 説    明 

企業債 690,100,000 下水道施設の改良、更新工事の財源とする借金 

他会計補助金 68,545,000 
 企業債の元金償還に充てる一般会計からの繰

入金など 

国庫補助金 165,900,000 
 下水道施設の改良、更新工事に対する国からの

補助 

受益者負担金 9,381,171 
 下水道処理区域内の土地所有者から徴収する

負担金 

分担金 4,858,740 
 市街化調整区域で下水道に接続する土地所有

者から徴収する負担金 

その他資本的収入 1,842,000  酒匂川流域下水道建設負担金の精算金など 

合   計 940,626,911  

 

図表 3-65 資本的支出の決算内訳（税込み）  

科      目 金額(円) 説   明 

建設改良費 961,628,452  

 

事務費 77,823,546 建設改良事業に必要となる給料や手当等 

管きょ建設費 681,925,815  下水道管の新規建設の費用 

管きょ改良費 75,295,440  下水道管の改良・更新の費用 

ポンプ場建設改良費 31,030,344  ポンプ場の改良・更新の費用 

処理場建設改良費 27,880,092  浄水管理センターの改良・更新の費用 

酒匂川流域下水道 

整備事業負担金 
674,000 

 酒匂川流域下水道の施設整備に対する負

担金 

伊勢原市事務委託 

建設負担金 
41,321,855 

 伊勢原市の終末処理場の施設整備に対す

る負担金 

固定資産購入費 25,677,360  土地や器具等の固定資産の購入費用 

企業債償還金 2,092,390,231 
 過去の建設改良事業に充てた企業債の償

還元金 

その他資本的支出 98,278  

合      計 3,054,116,961  
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３ 損益計算書 

公共下水道事業会計の損益計算書は、図表 3-66 に示すとおりです。純利

益 864,959,334 円は、全額減債積立金への積立てにより処分しています。  

 

図表 3-66 損益計算書（税抜き） 

科目 金額(円) 

営業収益 A 2,699,220,352 

営業費用 B 3,913,607,345 

営業損益 C=A-B △1,214,386,993 

営業外収益 D 2,711,866,313 

営業外費用 E 631,960,065 

経常損益 F=C+D-E 865,519,255 

特別利益 G 53,215 

特別損失 H 613,136 

当年度純損益 F+G-H 864,959,334 

 

４ 貸借対照表 

公共下水道事業会計の貸借対照表は、図表 3-67 に示すとおりです。水道

事業と比較して、負債は 5.7 倍であることに対し、資本は同程度です。安定

的な経営を行うため、今後も資本の充実を図る必要があります。  

 

図表 3-67 貸借対照表（税抜き） 

資産の部 金額(円) 負債の部 金額(円) 

固定資産 固定負債 

 有形固定資産 70,780,593,022  企業債 30,013,582,781 

無形固定資産 2,475,863,986 流動負債 

投資 7,638,000  企業債 2,096,477,841 

流動資産 未払金 594,622,153 

 現金預金 1,186,594,871 引当金 23,749,000 

 未収金 229,364,423 その他 11,821,357 

 貸倒引当金 △3,440,000 繰延収益 

 前払金 43,216,080  長期前受金 33,678,969,751 

 収益化累計額 △3,416,114,565 

資本の部 金額(円) 

資本金 8,407,285,145 

剰余金 3,309,436,919 

資産合計 74,719,830,382 負債・資本合計 74,719,830,382 
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第６節 経営状況の推移 

６－１ 水道事業 

１ 決算額の推移 

図表 3-68 に示すとおり、収益的収支では、平成 26(2014)年度及び平成

27(2015)年度は、収入がわずかに支出を上回る状態でしたが、平成

28(2016)年 4 月 1 日からの料金改定により、収入が支出を 4 億円程度上回る

ようになりました。 

また、資本的収支では、計画的な事業の執行に努めてきたことにより、大

きな変化は見られませんが、毎年、支出が収入を 8 億円程度上回っています。

この差額については、過年度損益勘定留保資金(第 4 節参照)、減債積立金、

建設改良積立金などにより、補填されています。  

 

図表 3-68 水道事業会計決算額の推移 

 

 

 

H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

収入 26.6 26.3 29.0 28.8 28.9

支出 26.4 26.0 24.9 24.8 25.0

26
.6
 

26
.3
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（億円） 収益的収支予算

H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

収入 3.0 3.5 3.2 3.7 2.3

支出 11.3 11.7 10.9 12.4 11.1

3.
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3.
5 

3.
2 

3.
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3 

11
.3
 

11
.7
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11
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 （億円） 資本的収支予算
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２ 損益の推移 

図表 3-69 に示すとおり、平成 26(2014)年度及び平成 27(2015)年度には、

事業費用が事業収益を上回り、純損失が生じていましたが、平成 28(2016)

年度以降は、料金改定の効果から事業収益が事業費用を上回り、毎年 3 億円

以上の純利益が生じています。 

平成 30(2018)年度においては、この利益について、減債積立金へ約 1.6 億

円を、建設改良積立金へ約 1.9 億円の積立を行い、処分しました。  

 

図表 3-69 水道事業会計の損益の推移 

 

 

３ 業務状況の推移 

主要な業務指標の推移を図表 3-70 に示しました。行政区域内人口の減少

に伴い、給水人口も減少を続けていますが、給水戸数は、逆に増加し、1 戸

当たりの給水量が減少しています。また、年間給水量は、給水人口の減少に

伴い、減少を続けていますが、1 人 1 日当たりの給水量は、ほぼ横ばいの状

態です。 

料金収入は、平成 26(2014)年度から 27(2015)年度にかけて減少しました

が、料金改定を行った平成 28(2016)年度には増え、29(2017)年度にかけて

も増えました。しかし、平成 30(2018)年度には減少に転じています。また、

料金改定後から、供給単価が給水原価を上回る状態が続いています。  

職員数は、水道局と下水道部との統合を行ったことにより、平成 28 年度

から減少しました。 

 

 

H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

水道事業収益 25.0 24.5 27.1 26.8 27.0

水道事業費用 △ 25.2 △ 24.7 △ 23.4 △ 23.4 △ 23.4

当年度純損益 △ 0.2 △ 0.1 3.7 3.5 3.5

25.0 24.5
27.1 26.8 27.0

△ 25.2 △ 24.7 △ 23.4 △ 23.4 △ 23.4

△ 0.2 △ 0.1
3.7 3.5 3.5

（億円）
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図表 3-70 主要な業務指標の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(人) 168,542 167,140 166,425 165,886 165,321

(人) 168,274 166,878 166,199 165,685 165,126

(戸) 75,523 75,725 76,114 77,008 77,455

(％) 99.84 99.84 99.86 99.88 99.88

(㎥） 20,325,719 20,191,160 20,019,912 20,004,576 19,751,755

/日) 97,070 97,070 97,070 97,070 97,070

(㎥） 61,419 61,962 59,797 59,482 59,790

(ℓ） 365 371 360 359 362

(㎥） 55,687 55,167 54,849 54,807 54,114

(ℓ） 331 331 330 331 328

(㎥） 19,014,723 18,909,801 18,744,932 18,732,383 18,493,365

(％) 93.55 93.65 93.63 93.64 93.63

(％) 90.67 89.03 91.73 92.14 90.51

総 収 入 税 込 (円) 2,663,329,410 2,627,666,415 2,900,361,843 2,875,263,226 2,889,353,666

(収　益) 税 抜 (円) 2,496,091,280 2,454,230,173 2,707,870,028 2,684,042,684 2,699,100,526

総 支 出 税 込 (円) 2,641,671,712 2,596,270,814 2,494,384,971 2,481,116,399 2,497,315,367

(費　用) 税 抜 (円) 2,517,885,752 2,468,985,463 2,339,048,677 2,337,425,932 2,344,488,284

(円) △ 21,794,472 △ 14,755,290 368,821,351 346,616,752 354,612,242

(円) 104.62 104.35 117.95 119.44 120.49

(円) 118.95 118.72 112.30 112.32 114.66

(人) 38 38 35 36 38

平成30年度

2,406,121,764

2,228,220,705

１ 日 平 均 給 水 量

平成26年度

(円)給 水 収 益

の う ち

料 金 収 入

行政区域内人口Ａ

給 水 人 口 Ｂ

配 水 能 力 （㎥

項　　目

年　　度　

普 及 率 Ｂ /Ａ

１人１日最大給水量

負 荷 率

給 水 戸 数

年 間 給 水 量

１ 日 最 大 給 水 量

職 員 数

給 水 原 価

供 給 単 価

(円)

税 込

平成29年度平成28年度平成27年度

純 損 益

有 収 率

年 間 有 収 水 量

１人１日平均給水量

税 抜

2,138,966,901 2,130,617,462 2,387,403,598 2,415,994,995

1,989,398,835 1,973,181,665 2,210,891,025 2,237,359,564
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４ 使用料と有収水量の推移 

図表 3-71 に示すとおり、有収水量は、人口減少や節水型機器の普及など

により、年々減り続けています。 

水道料金収入も有収水量の減少に伴い、平成 27(2015)年度までは減少を

続けました。平成 28(2016)年度に料金改定の効果があり増加しましたが、

平成 30(2018)年度には、再び減少に転じています。  

 

図表 3-71 水道料金と有収水量の推移 

 

 

５ 経営比較分析表に見る経営状況の推移  

経営比較分析表とは、各公営企業において、経営及び施設の状況を表す経

営指標を活用し、当該団体の経年比較や他公営企業との比較、複数の指標を

組み合わせた分析を行うことにより、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に

把握することが可能となることから、総務省の要請に基づき、経営指標をと

りまとめたものです。 

図表 3-72 に示すとおり、この経営比較分析表に記載されている指標の本

市の値と類似団体19の平均値の推移を用いて、本市の水道事業の経営状況の

推移を解説します。 

なお、①から⑧までは、経営の健全性･効率性を表す指標であり、⑨から

⑪は、老朽化の状況を表す指標となります。  

 

                                            
19 全国の末端給水事業者である市町村を給水人口の規模別に分類したもの。本市は、給

水人口 15 万人以上 30 万人未満の A2 区分 77 団体の一つに該当します。 
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18,000,000
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(㎥) (千円)

有収水量 水道料金収入
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図表 3-72 経営比較分析表の指標と内容の解説  

指標の推移 解説 

① 経常収支比率(％) 

経常収益/経常費用 × 𝟏𝟎𝟎 

 

給水収益や一般会計から

の繰入金等の収益で、維持

管理費や支払利息等の費用

をどの程度賄えているかを

表す指標です。単年度の収

支が黒字である 100％以上

となることが必要です。 

本市は、 H28(2016)の料

金改定以来、平均を上回る

値を維持しています。 

② 累積欠損金比率(％) 

当年度未処理欠損金/(営業収益 −受託工事収益) × 𝟏𝟎𝟎 

 

営業収益に対する累積欠

損金（営業活動により生じ

た損失で、前年度からの繰

越利益剰余金等でも補塡す

ることができず、複数年度

にわたって累積した損失の

こと）の状況を表す指標で

す。 

0％であることが求めら

れ ま す が 、 本 市 は 0％ で

す。 

③ 流動比率(％) 

流動資産/流動負債 × 𝟏𝟎𝟎 

 

短期的な債務に対する支

払能力を表す指標で、１年

以内に支払うべき債務に対

して支払うことができる現

金等がある状況を示しま

す。 

100％以上であることが

必要ですが、本市は 100％

を超え、平均に近づきつつ

あります。 

 

 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

秦野市 100.27 99.31 115.82 114.73 114.77

類団平均値 114.43 114.08 115.36 113.95 112.62

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00
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H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

秦野市 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

類団平均値 0.13 0.00 0.00 0.00 0.75

0.00
0.10
0.20
0.30
0.40
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0.80

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30
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秦野市 197.39 240.29 275.14 268.66 313.64

類団平均値 289.80 299.44 311.99 307.83 318.89
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指標の推移 解説 

④ 企業債残高対給水収益比率(％) 

企業債現在高合計/給水収益 × 𝟏𝟎𝟎 

 

給水収益に対する企業債

残高の割合を表す指標で

す。明確な数値基準はあり

ませんが、経年や類似団体

との比較等により自団体の

状況を把握・分析し、対外

的に説明できることが求め

られます。 

本市は、平均より高いで

すが、年々低下していま

す。 

⑤ 料金回収率(％) 

供給単価/給水原価 × 𝟏𝟎𝟎 

 

給水に係る費用が、どの

程度給水収益で賄えている

かを表した指標であり、料

金水準等を評価することが

可能です。 

100％を下回っている場

合、適切な料金収入の確保

が求められますが、本市は

H28の料金改定以来、100％

を上回っています。 

⑥ 給水原価(円) 

(経常費用 −受託工事費等

−長期前受金戻入)/年間総有収水量 

 

有収水量１㎥あたりにか

かる費用を表す指標です。

明確な数値基準はありませ

んが、経年や類似団体との

比較等により自団体の置か

れている状況を把握・分析

し、対外的に説明できるこ

とが求められます。 

本市は、平均を下回って

います。 

 

 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

秦野市 385.71 383.65 337.00 328.46 316.68

類団平均値 301.99 298.09 291.78 295.44 290.07
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H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

秦野市 87.96 87.90 105.03 106.34 105.08

類団平均値 107.05 106.40 107.61 106.02 104.84
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(2014)
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(2015)

H28

(2016)

H29
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秦野市 118.95 118.72 112.30 112.32 114.66

類団平均値 155.09 156.29 155.69 158.60 161.82
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100.00

150.00
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指標の推移 解説 

⑦ 施設利用率(％) 

一日平均配水量/配水能力 × 𝟏𝟎𝟎 

 

施設の利用状況や適正規

模を判断する指標です。明

確な数値基準はありません

が、一般的には高い数値で

あることが望まれます。 

 本市は、平均を下回りま

すが、配水能力には、過大

な県水の責任水量が含まれ

ているため、施設が遊んで

いるものではありません。 

⑧ 有収率(％) 

年間総有収水量/年間総配水量 × 𝟏𝟎𝟎 

 

施設の稼動が収益につな

がっているかを判断する指

標で、100％に近ければ近

いほど施設の稼働状況が収

益に反映されています。 

本市は、平均を上回って

います。 

⑨ 有形固定資産減価償却率(％) 

有形固定資産減価償却累計額

償却対象資産の帳簿原価
× 𝟏𝟎𝟎 

 

償却対象資産の減価償却

がどの程度進んでいるかを

表す指標で、資産の老朽化

度合を示しています。 

明確な数値基準はありま

せんが、本市は H26(2014)

以来、平均を上回り、類似

団体よりも老朽化が進みつ

つあります。 

 

 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

秦野市 57.37 56.83 56.50 56.46 55.75

類団平均値 61.61 62.34 62.46 62.88 62.32
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秦野市 93.55 93.65 93.63 93.64 93.63

類団平均値 90.23 90.15 90.62 90.13 90.19
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類団平均値 46.36 47.37 48.01 48.01 48.86
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指標の推移 解説 

⑩ 管路経年化率(％) 

法廷耐用年数経過管路延長/管路延長 × 𝟏𝟎𝟎 

 

管路の老朽化度合を示す

指標です。 

当該指標については、明

確な数値基準はありません

が、本市は平均を上回り、

管路の老朽化が類似団体よ

り進んでいます。 

⑪ 管路更新率(％) 

当該年度更新管路延長/管路延長 × 𝟏𝟎𝟎 

 

 管路の更新ペースや状況

を把握できる指標です。当

該指標については、明確な

数値基準はありませんが、

本市は、平均を下回ってい

ます。 

⑨、⑩の指標とあわせる

と、更新が思うように進ま

ず、老朽化が進行している

ことがわかります。 

 

以上の指標から総合的に判断すると、「本市の水道事業は、料金改定を行っ

た平成 28(2016)年度から平成 30(2018)年度までは、健全経営を維持し、給水

原価を低く抑えるなどの経営努力も行っていますが、管路の老朽化が進む中で、

更新が遅れつつあり、今後、より一層の経営努力が求められていく」ことがわ

かります。 

 

 

 

 

 

 

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

秦野市 15.21 16.54 17.28 18.90 19.81

類団平均値 13.57 14.27 16.17 16.60 18.51

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

秦野市 0.48 0.39 0.36 0.32 0.55
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６－２ 公共下水道事業（汚水） 

１ 決算額の推移 

図表 3-73 に示すとおり、収益的収支では、地方公営企業法適用後、約 9

億円程度収入が支出を上回る状態が続いています。  

また、資本的収支では、浄水管理センター再構築工事や鶴巻地区の雨水幹

線の整備が一段落した平成 29 年からは、計画的な事業の執行に努め、毎年、

支出が収入を 21 億円程度上回っています。この差額については、企業会計

に移行して間もないことから、水道事業のように過年度ではなく当年度の損

益勘定留保資金(第 4 節 4-2 参照)や、減債積立金などにより、補填されてい

ます。 

 

図表 3-73 下水道事業会計決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

H28(2016) H29(2017) H30(2018)

収入 55.4 56.6 55.9

支出 46.7 48.2 46.7
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.4
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.6
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46
.7
 

48
.2
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.7
 

（億円） 収益的収支予算

H28(2016) H29(2017) H30(2018)

収入 26.6 9.1 9.4

支出 48.0 30.1 30.5

26
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9.
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9.
4 

48
.0
 

30
.1
 

30
.5
 

（億円） 資本的収支予算
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２ 損益の推移 

図表 3-74 に示すとおり、平成 28(2016)年度以降、事業収益が事業費用を

上回り、毎年 7～8 億円以上の純利益が生じています。 

平成 30(2018)年度においては、この利益について、減債積立金への積立

てを行い、処分しました。 

 

図表 3-74 下水道事業会計の損益の推移 

 

 

３ 業務状況の推移 

主要な業務指標の推移を図表 3-75 に示しました。 

行政区域内人口は減少を続けていますが、処理区域の整備・拡張に伴い、

処理区域内人口は、増加を続けてきました。  

また、公共下水道の普及率は、年々上昇を続け、接続率 20の上昇も続いて

いることから、年間有収水量は、平成 29(2017)年度までは増加を続けてき

ましたが、平成 30 年度にかけては、ほぼ横ばいとなっています。  

  この先は、大きな処理区域の拡大を予定していないことから、人口減少と

ともに有収水量も減少していくことが見込まれます。  

 

 

 

 

                                            
20 公共下水道に接続すべき水道メーター数に対する公共下水道接続済数で算定する本市

独自の指標。水洗化率は、人口と世帯から算定するため、水洗化率では反映されない事

業所の接続が反映された数値となる。 

H28(2016) H29(2017) H30(2018)

下水道事業収益 53.5 54.9 54.1

下水道事業費用 △ 46.1 △ 46.9 △ 45.5

当年度純損益 7.4 8.0 8.6

53.5 54.9 54.1

△ 46.1 △ 46.9 △ 45.5

7.4 8.0
8.6

（億円）
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図表 3-75 主要な業務指標の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

ha A 2,580.0 2,580.0 2,580.0 2,580.0 2,580.0

ha B 2,438.4 2,438.4 2,438.4 2,438.0 2,438.0

ha C 2,525.4 2,525.4 2,525.4 2,525.4 2,525.4

ha 2,084.4 2,109.0 2,147.5 2,170.0 2,180.5

ha D 2,335.7 2,391.7 2,431.6 2,435.8 2,437.5

対 全 体 計 画 区 域 ％ D/A 90.5 92.7 94.2 94.4 94.5

対 市 街 化 区 域 ％ D/B 95.2 97.5 98.2 98.2 98.2

対 事 業 認 可 区 域 ％ D/C 92.5 94.7 96.3 96.5 96.5

世 帯 戸 E 70,545 70,935 71,352 71,982 72,601

人 口 人 F 163,838 163,024 162,325 161,792 161,230

世 帯 戸 G 60,950 61,753 62,660 63,574 64,445

人 口 人 H 140,350 140,886 141,592 141,962 142,174

世 帯 戸 I 55,026 55,851 56,384 57,221 58,468

人 口 人 J 126,375 126,904 127,041 127,376 128,147

世 帯 ％ G/E 86.4 87.1 87.8 88.3 88.8

人 口 ％ H/F 85.7 86.4 87.2 87.7 88.2

世 帯 ％ I/G 90.3 90.4 90.0 90.0 90.7

人 口 ％ J/H 90.0 90.1 89.7 89.7 90.1

下 水 道 接 続 済 数 個 K ― ― 67,415 68,444 69,337

水 道 メ ー タ ー 数 個 L ― ― 77,824 78,552 79,036

接 続 率 ％ K/L ― ― 86.6 87.1 87.7

年 間 水 量 ㎥ M 14,749,585 15,213,332 14,952,762 15,162,665 14,821,537

日 平 均 水 量 ㎥ 40,410 41,566 40,966 41,542 40,607

㎥ N 14,395,823 14,513,453 14,600,271 14,669,791 14,666,363

％ N/M 97.6 95.4 97.6 96.7 99.0

年間脱水ケーキ量 ｔ 9,758.7 9,815.4 9,860.4 6,082.9 5,375.7

日平均脱水ケーキ量 ｔ 26.7 26.8 27.0 16.7 14.7

年 間 汚 泥 処 分 費 千円 198,990 194,458 182,617 122,646 105,186

区　　　　分

流 入 （処 理）
水 量

公 共 下 水 道
普 及 率

汚 泥 の 発 生

行 政 区 域 内

処 理 区 域 内

水 洗 化 実 績

水 洗 化 率

年 間 有 収 率

年 間 有 収 水 量

全 体 計 画 面 積

市 街 化 区 域 面 積

事 業 計 画 面 積

処 理 区 域 面 積

汚 水 整 備 面 積

接 続 率

整 備 率



 

92 
 

４ 使用料と有収水量の推移 

図表 3-76 に示すとおり、有収水量は、接続率の増加に伴い増加を続けて

きましたが、平成 30(2018)年度には、ほぼ横ばいとなっています。  

下水道使用料収入は、平成 27(2015)年度から平成 28(2016)年度に落ち込

みましたが、平成 29(2017)年度から料金改定の効果があり増加しました。  

 

図表 3-76 下水道使用料と有収水量の推移  

 

 

５ 経営比較分析表に見る経営状況の推移  

水道事業と同様に図表 3-77 に示すとおり、経営比較分析表に記載されて

いる指標の本市の値と類似団体21の平均値の推移を用いて、本市の公共下水

道事業の経営状況の推移を解説します。  

水道事業と同様に、①から⑧までは、経営の健全性･効率性を表す指標で

あり、⑨から⑪は、老朽化の状況を表す指標となります。  

なお、水道事業とは異なり、公共下水道事業は、平成 28(2016)年度から、

地方公営企業法を適用していることため、同年度からの比較となります。  

 

 

 

 

 

                                            
21 全国の公共下水道事業者である市町村を処理区域内人口、処理区域内人口密度及び供

用開始後年数により分類したもの。本市は、処理区域内人口 10 万人以上、処理区域内

人口密度 50 人/ha 及び供用開始後 30 年以上の Ac1 区分 47 団体の一つに該当します。 
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14,650,000

14,700,000

(㎥) (千円)

有収水量 下水道使用料収入
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図表 3-77 経営比較分析表の指標と内容の解説  

指標の推移 解説 

① 経常収支比率(％) 

経常収益/経常費用 × 𝟏𝟎𝟎 

 

使用料収入や一般会計か

らの繰入金等の収益で、維

持管理費や支払利息等の費

用をどの程度賄えているか

を表す指標です。 

単年度の収支が黒字であ

る100％以上となることが

必要ですが、本市は100％

以上であり、なおかつ、平

均を上回る値を維持してい

ます。 

② 累積欠損金比率(％) 

当年度未処理欠損金/(営業収益 −受託工事収益) × 𝟏𝟎𝟎 

 

営業収益に対する累積欠

損金（営業活動により生じ

た損失で、前年度からの繰

越利益剰余金等でも補塡す

ることができず、複数年度

にわたって累積した損失の

こと）の状況を表す指標で

す。 

0％であることが求めら

れますが、本市は、0％で

す。 

③ 流動比率(％) 

流動資産/流動負債 × 𝟏𝟎𝟎 

 

短期的な債務に対する支

払能力を表す指標で、１年

以内に支払うべき債務に対

して支払うことができる現

金 等 が あ る 状 況 を 示 す

100％以上であることが必

要です。 

本市は、企業会計適用か

ら間もなく経営基盤が弱い

ため 100％を下回り、なお

かつ、平均も下回ります。 
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指標の推移 解説 

④ 企業債残高対事業規模比率(％) 

(企業債現在高合計 −一般会計負担額)/(営業収益

−一般会計負担額) × 𝟏𝟎𝟎 

 

使用料収入に対する企業

債残高の割合を表す指標で

す。明確な数値基準はあり

ませんが、自団体の置かれ

る状況を把握分析し、対外

的に説明できることが求め

られます。 

本市は、平均よりも低く

なっています。 

⑤ 経費回収率(％) 

下水道使用料/(汚水処理費(公費負担除く)) × 𝟏𝟎𝟎 

 

使用料で回収すべき経費

をどの程度使用料で賄えて

いるかを表した指標であ

り、使用料水準等を評価す

ることが可能です。 

100％を下回っている場

合、適切な使用料収入の確

保が求められますが、本市

は、100％を下回っていま

す。 

⑥ 汚水処理原価(円) 

汚水処理費(公費負担除く)/年間有収水量 

 

有収水量１㎥あたりにか

かる費用表す指標です。明

確な数値基準はありません

が、経年や類似団体との比

較等により自団体の置かれ

ている状況を把握・分析

し、対外的に説明できるこ

とが求められます。 

本市は、平均を上回って

います。 

 

 

H28

(2016)
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指標の推移 解説 

⑦ 施設利用率(％) 

晴天時一日平均処理水量/晴天時現在処理能力 × 𝟏𝟎𝟎 

 

施設・設備が一日に対応

可能な処理能力に対する一

日平均処理水量の割合で

す。明確な数値基準はあり

ませんが、一般的には高い

数値であることが望まれま

す。 

 本市は、平均を上回って

います。 

⑧ 水洗化率(％) 

現在水洗便所設置済人口/現在処理区域内人口 × 𝟏𝟎𝟎 

 

現在処理区域内人口のう

ち、実際に水洗便所を設置

している人口の割合です。

公共用水域の保全、使用料

収 入 の 増 加 の 観 点 か ら

100％になることが望まれ

ます。 

本市は、平均を下回って

います。 

⑨ 有形固定資産減価償却率(％) 

有形固定資産減価償却累計額

償却対象資産の帳簿原価
× 𝟏𝟎𝟎 

 

償却対象資産の減価償却

がどの程度進んでいるかを

表す指標で、資産の老朽化

度合を示しています。 

明確な数値基準はありま

せんが、本市は、平均を大

きく下回り、下水道施設の

老朽化は、今後訪れること

になります。 
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指標の推移 解説 

⑩ 管渠老朽化率(％) 

法廷耐用年数経過管渠延長/下水道布設延長 × 𝟏𝟎𝟎 

 

管渠の老朽化度合を示す

指標です。 

当該指標については、明

確な数値基準はありません

が、本市は、法定耐用年数

を超えた管渠はありませ

ん。 

⑪ 管渠改善率(％) 

改善(更新･改良等)管渠延長/下水道布設延長 × 𝟏𝟎𝟎 

 

 管渠の更新ペースや状況

を把握できる指標です。 

当該指標については、明

確な数値基準はありません

が、本市は、更新時期の訪

れている管渠はないことか

ら、0％です。 

 

以上の指標から総合的に判断すると、「本市の公共下水道事業は、企業会計

に移行してまもなく、平成 29(2017)年度の料金改定により健全性は維持でき

ているものの、引き続き財務体質の強化に努める必要があります。また、管渠

は、老朽化が進んではいませんが、今後の更新における費用平準化に向けて、

今から予防保全や経営基盤の強化などに取り組む必要がある」ことがわかりま

す。 
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第４章 基本理念 
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第１節 基本理念と取組みの視点 

１－１ 基本理念 

本市の市域は、北方にいわゆる神奈川県の屋根丹沢連峰がひかえ、南方には

渋沢丘陵と呼ばれる台地が東西に走り、県下で唯一の典型的な盆地を含んでい

ます。この秦野盆地内には、盆地を囲む塔ノ岳に源を発する水無川、三ノ塔か

らの葛葉川、ヤビツ峠方面からの金目川、渋沢丘陵からの室川、鍋割山からの

四十八瀬川など、多くの河川が流れています。  

また、この盆地の地下には丹沢山地に降った雨がしみこみ、天然の水がめで

ある地下水盆に、良質な地下水を豊富に貯えています。この「秦野名水」とい

われる地下水や里地里山の原風景、清らかな河川など、水と緑に恵まれた豊か

な自然と多彩な景観は、市民共有の貴重な財産です。  

 本市の上下水道事業は、この「秦野名水」を主要な水道資源としていること

に加え、自然環境、生活環境の維持向上に寄与しています。そこで、これまで

受け継いできた貴重な財産を将来にわたって守り、次世代に引き継いでいくた

めに、現行の水道ビジョンの基本理念である『おいしい秦野の水をいつまで

も』と、現行の下水道中期ビジョンの基本理念である『清らかに輝く名水の

里  ひきつごう  いつまでも』を受け継ぎ、次のとおり上下水道ビジョンの

基本理念を定めます。 

 

『おいしい秦野の水と 

清らかに輝く名水の里 

ひきつごう いつまでも』  
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１－２ 取組みの視点 

本ビジョンは、この基本理念に基づき、取組みの内容を整理し、3 つの視点

から上下水道事業の進展を目指します。  

 

 
 

図表 4-1 基本理念と取組みの視点  

 

おいしい秦野の水と

清らかに輝く名水の里

ひきつごう いつまでも

持続可能な
事業運営

汚水・汚泥の
安定処理と
浸水対策

安定した施設の
管理や耐震化の

推進

おいしい秦野
の水道の維持

○ 社会情勢の変化に適切に対応できる健全かつ持続可能な事業運

営を行う必要があります。 

健全・持続 

○ 自然災害などによる被害を最小限にとどめ、迅速に復旧できる

災害に強い上下水道を提供する必要があります。 

○ 最適な事業運営形態の検討や新たな整備手法の導入により、安

定した施設管理や耐震化を推進する必要があります。 

安定・強靭 

○ 地下水を保全し、安全でおいしい水道水を維持する必要があり

ます。 

○ 汚水・汚泥の処理の安定性を確保する必要があります。 

○ 浸水対策を進め、豪雨による浸水被害の低減を図る必要があり

ます。 

安全・安心 
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第２節 計画の前提となる事業環境と 

将来予測 

 

 本市の上下水道事業の経営に与える影響は、創設から現在までの間は、老朽

化に伴う大規模な施設更新や再構築、これらに要する財源確保などの内部環境

の変化が主でした。 

しかし、近年では、人口減少社会の到来による料金収入の減少、大地震や豪

雨災害の発生による対策の強化、市民の上下水道に求める要求水準の高まりな

ど、こうした外部環境の変化による課題が顕在化してきました。  

 さらには、団塊の世代の職員の大量退職やそれに伴う職員間での技術継承の

問題など、上下水道事業を取り巻く環境は厳しい状況にあります。  

これらを踏まえ、基本理念のもと中長期にわたって経営の健全性を持続し、

上下水道事業の基盤を強化するうえで、計画の前提として考慮すべき事業環境

と将来予測について、以下の 4 点に整理して示します。 

 

 

 

 

 

 

 

事
業
環
境
と
将
来
予
測

１ 更新需要増大への対応

２ 非常時の備えの強化

３ 有収水量減少への対応

４ 経営の健全化に向けた対応
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２－１ 更新需要増大への対応 

 本市の水道事業は、昭和 45(1975)年に創設事業による投資を行い、その後、

人口の増加に合わせて平成 10(1998)年前後までに集中して拡張整備を行って

きました。 

そのため、現状の資産を法定耐用年数どおりに更新すると仮定した場合、図

表 4-2 にも示したとおり、平成 21(2009)年度から 30(2018)年度までの 10 年間

における投資は、年平均約 7 億円だったのに対し、令和 3(2021)年度からの 10

年間は年平均約 14 億円、令和 13(2031)年度からの 10 年間は約 17 億円と、毎

年、直近 10 年間の 2 倍以上の更新投資が必要となります。 

 このように、建設投資の 50 年から 60 年後の令和 10(2029)年以降に更新需

要のピークを迎えることから、多額となる財源の確保が課題となります。財政

状況の悪化や急激な料金の上昇を抑制しながら、健全経営を行っていくために

は、更新時期の平準化や財政基盤の一層の強化などの対策が必要です。 

一方、本市の下水道事業は、昭和 49(1979)年より浄水管理センターなどの

施設の建設を進めていますが、現在では 45 年以上が経過し、一部ではすでに

改築も実施しています。また、管きょは、昭和 50(1980)年代後半から平成

10(1998)年代後半までが建設のピークとなっています。 

そのため、現状の資産を法定耐用年数どおりに更新すると仮定した場合、図

表 4-3 にも示したとおり、平成 21(2009)年度から 30(2018)年度までの 10 年間

における投資は、年平均約 23 億円だったのに対し、令和 3(2021)年度からの

10 年間は年平均約 16 億円と一段落しますが、その後、令和 13(2031)年度から

の 10 年間は約 36 億円と急増し、毎年、直近 10 年間の 1.5 倍以上の更新投資

が必要となります。 

このように、管きょは土木構造物の標準耐用年数である 50 年が経過する令

和 11(2030)年以降に更新需要のピークを迎え、浄水管理センターやポンプ場

などの施設については、「秦野市公共下水道事業ストックマネジメント計画 1」

において、令和 8(2026)年以降に更新需要が高まると想定しています。  

 水道事業と同様に下水道事業においても、財政状況の悪化や急激な料金の上

昇を抑制しながら、健全経営を行っていく必要がある中で、計画的な施設更新

の実施、予防保全型の維持管理への転換、財源の確保などが課題となっていま

す。 

 

                                            
1 平成 24(2012)年度策定の「秦野市下水道長寿命化計画」に続き、予防保全的な管理、

計画的な改築更新を行う計画として、令和 5(2023)年度までを計画期間として、令和元

(2019)年度に策定しました。 
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図表 4-2 水道事業の更新需要の推移と予測  

 

 

 

図表 4-3 下水道事業の更新需要の推移と予測  
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２－２ 非常時の備えの強化 

 近年、国内各所で地震時の上下水道施設の停電や豪雨による浸水被害が生じ

ています。 

 本市の水道事業では、図表 4-4 にも示したとおり、平成 28(2016)年度末での

配水池2の耐震化率は 68.0％であり、全国や神奈川県と比べ、耐震化が進んで

います。しかし、基幹管路（導・送水管）の耐震化適合率は、図表 4-5 にも示

したとおり 31.8％であり、全国や神奈川県と比べて、耐震化が遅れている状

況です。 

 

図表 4-4 配水池の耐震化率の推移 

 
 

図表 4-5 基幹管路の耐震化率の推移  

 
                                            
2 消毒が完了した浄水を配水する前に一時的に蓄えておく配水場内の設備で、1 つの配

水場に複数の池がある場合もあります。 
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 下水道事業では、地震発生時でも安定して下水処理を行うため、平成

25(2013)年度に「秦野市下水道総合地震対策計画（第 1 期計画）」を策定し、

現在は第 2 期計画に基づいて下水道施設の耐震化を行っています。  

しかし、耐震化が完了しているのは必要な施設の一部であり、図表 4-6 に示

すとおり、平成 30(2018)年度末時点で、地震対策計画に位置づけた「処理場

やポンプ場に直結する管きょ」や「軌道横断管きょ」、「防災拠点や避難所か

らの排水管きょ」などの重要な管きょの耐震化率は 71.8％となっています。 

 

図表 4-6 重要な汚水管きょの耐震化率の推移  

 

 

 このような中、「秦野市地域防災計画（平成 30 年度改定）」では、秦野市

へ大きな被害をもたらすことになる将来発生が予測される大規模地震として、

図表 4-7 に示すとおり、「都心南部直下地震」、「神奈川県西部地震」、「東

海地震」などを取り上げています。これらの巨大地震に対応するため、施設の

耐震化の向上は最優先で取り組む必要があります。 

 

図表 4-7 想定地震概要  

想定地震 マグニチュード 秦野市予想震度 

都心南部直下地震 7.3 ５弱～６強 

神奈川県西部地震 6.7 ４～６弱 

東海地震 8.0 ４～５強 

南海トラフ巨大地震 9.0 ５弱～５強 

大正型関東地震 8.2 ６弱～７ 

三浦半島断層群地震 7.0 ４～５強 

元禄型関東地震 8.5 ６弱～７ 
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 また、雨水幹線や枝線整備によって、時間雨量 50mm に対応できる浸水被

害対策を大根・鶴巻地区などを中心に行い、大根･鶴巻地区においては、重要

な幹線の整備がほぼ完了しました。 

しかし、近年、局地的な集中豪雨の発生や勢力が強い台風の上陸が増加して

いることから、引き続き、雨水対策を進めていくとともに、台風接近時におけ

る停電対策など、新たな課題へも対応していく必要があります。 

 

平成 26(2014)年 10 月の台風 18 号による鶴巻地区の浸水被害の様子  
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２－３ 有収水量減少への対応 

 本市の行政区域内人口の 10 年間の推移を見ると、図表 4-8 にも示すとおり、

平成 21(2009)年度から平成 24(2012)年度までは微増傾向でしたが、平成

25(2013)年度以降は、減少に転じています。今後も行政区域内人口の減少傾

向は変わらず、令和 42(2060)年にはおよそ 101,500 人と見込まれます。 

 なお、推計値は国立社会保障・人口問題研究所が公表している推計を基とし、

令和 26(2044)年以降は、それ以前の変動率を用いて算定した推計値としてい

ます。 

 

図表 4-8 行政区域内人口の推移  

 

 

本市の水道普及率は 99.88％であり、水道の有収水量のおよそ 8 割は家事用

であることから、今後も人口減少が続くことにより、有収水量も減少していく

ことが見込まれます。 

また、汚水の有収水量については、図表 4-9 に示すとおり、下水道の整備や

普及促進による水洗化人口が増加していることから、人口減少分と相殺されて

ほぼ横ばいの推移となっているものの、普及が一段落したところで、減少に転

じていくことになります。 

さらには、家庭への節水機器の普及や節水意識の定着、企業による生産コス

トの引き下げに対応する節水型機器の開発など、水需要は、今後も厳しい環境

に置かれ、水道料金及び下水道使用料収入は、工場などの新たな大口の需要者
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が現れることにより、一時的に増加することはあっても、中長期的には、減少

を続けていくことが見込まれます。 

 

図表 4-9 水洗化人口と汚水の有収水量の推移 

 

 

また、図表 4-10 にも示すとおり、水道の給水人口と有収水量は、現行の水

道ビジョン、事業計画の予測と実態とのかい離が年々大きくなっています。 

 

図表 4-10 将来予測と実態のかい離 

 

 

164,000

165,000

166,000

167,000

168,000

169,000

170,000

171,000

〈給水人口：人〉

現ビジョン 現事業計画 実績

18,000,000

18,500,000

19,000,000

19,500,000

20,000,000

20,500,000

21,000,000

21,500,000

22,000,000

〈有収水量：㎥〉

現ビジョン 現事業計画 実績
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さらには、水道事業における過去の年間有収水量と給水人口の推移を比較し

てみます。平成 20(2008)年度における有収水量 21,419,866 ㎥、給水人口

169,795人をそれぞれ 100 として、指数化したものが図表 4-11になりますが、

有収水量は、給水人口の減少が始まる平成 24(2012)年度以前も減少傾向にあ

り、その後も給水人口の減少を上回るペースで減り続けていることがわかりま

す。 

特に平成 22(2010)年度以降は、急激にかい離が進み、2.7 ポイントのかい離

であったものが、平成 26(2014)年度には 10.7 ポイントまで拡大しました。こ

の主な原因は、業務用の水道水の使用が急減したためですが、この傾向は、平

成 27(2015)年度以降は落ち着きを見せ3、平成 30(2018)年度でも 11.0 ポイント

に留まっています。 

このように有収水量は、企業の生産活動にも大きく左右されるなど、単純に

給水人口の変化と比例するものではないことから、将来を正確に予測すること

は、大変に難しい作業ではありますが、令和 3(2021)年度からの事業計画を定

めるにあたっては、あらためて将来予測を行うこととします。  

 

図表 4-11 給水人口と有収水量の推移 

 

 

 

  

                                            
3 平成 28(2016)年度以降は、用途別料金体系から口径別料金体系に移行したため、業務

用での集計データがありません。参考までにそのほとんどが業務用に用いられる口径

25mm 以上のメーターに係る有収水量は、平成 28 年度 3,201,353 ㎥、平成 29 年度

3,322,267 ㎥、平成 30 年度 3,263,235 ㎥となり、ほぼ横ばいの傾向となっています。  
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２－４ 経営の健全化に向けた対応 

 本市の上下水道事業は、地方公営企業として水道料金や下水道使用料などの

収益によって経営していることから、人口の減少は収益の減少に繋がり、財政

状況が悪化することになります。このような状況の中で、老朽化した施設の更

新や耐震化の取組みが必要なことから、健全な経営を持続するためには、的確

な財政計画に基づいた安定的な財源の確保が必要となります。  

 図表 4-12 を主な算出条件とし、上下水道事業それぞれの純損益及び補填財

源残高の予測イメージを図表 4-13 に示しました。 

水道事業では、令和 13(2031)年度以降、補填財源残高がマイナスに転じ、

令和 24(2042)年度以降には純損益もマイナスに転じる見込みです。そして、

令和 42(2060)年度には、補填財源残高が約△216 億円、純損益は約△4 億円と

なると予測しています。 

 下水道事業については、令和 10(2028)年度以降、補填財源残高がマイナス

に転じ、令和 28(2046)年度以降には純損益もマイナスに転じる見込みです。

令和 42(2060)年度には、補填財源残高が約△384 億円、純損益は約△5.5 億円

となると予測しています。 

 このように、今後は収益の減少と費用の増加が見込まれ、経営の悪化が懸念

される状況が予測されることから、一層の経費削減や定期的な水道料金及び下

水道使用料の適正化が必須となります。  

 

図表 4-12 純損益及び補填財源残高予測の主な算出条件 

項 目 算 出 条 件 

行政区域内人口 

・令和 25(2043)年までは、国立社会保障・人口問題研究所が公表し

ている推計値 

・令和 26(2044)年以降は、それ以前の変動率を用いて算出 

収

入 

水道料金及び 

下水道使用料 

・料金体系は、現行のまま 

・行政区域内人口の増減率を用いて算出 

下水道事業の 

一般会計繰入金 

・上限額は、20 億 5 千万円（平成 30(2018)年度決算額） 

国の交付金 ・平成 26(2014)年度から平成 30(2018)年度の実績を基に算出 

企業債の借入額 

・平成 26(2014)年度から平成 30(2018)年度の実績を基に算出 

・上限額は、水道事業は 5 億円、下水道事業は汚水 10 億円、雨水 5

億円（プライマリーバランスに配慮するため） 

支

出 

維持管理費 
・令和 7(2025)年度までは、現行の事業計画の数値 

・令和 8(2026)年度以降は、10 年毎に 3％増 

建設改良費 

・令和 7(2025)年度までは、現行の事業計画の数値 

・令和 8(2026)年度以降は、固定資産台帳を基に、耐用年数を迎える

資産の取得価額を現在価額に置き換えた費用を積み上げて算出  
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図表 4-13 純損益及び補填財源残高の予測イメージ  
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第３節 基本方針と基本施策 

３－１ 基本方針 

前章において抽出した課題等を踏まえて、およそ 30 年から 50 年先の中長期

にわたって健全経営を持続するため、本市の上下水道事業の将来を見据えた経

営の展望を図表 4-14 に示します。 

 

図表 4-14 上下水道事業の経営の展望 

 

 

 

 

 

経
営
基
盤
の
強
化

経
営
の
安
定
性
の
確
保

安
定
し
た
経
営
の
持
続

更新需要のピークに向け、健
全経営の実現とともに経営基盤
の強化に取り組みます。

また、新たな整備手法の導入
による耐震化率の向上や浸水対
策など、災害対策を推進します。

更新需要のピーク時においても、
経営の安定性を維持します。

最適な事業運営形態を選択し、
施設を適切に維持管理します。

社会情勢の変化に対応した柔軟
な事業経営を行っていきます。

ライフラインの供給者として、
災害に強い上下水道事業を推進し
ます。

前期

後期

中間期
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 そのうえで、令和 3(2021)年度から令和 12(2030)年度までの 10 年間は、経

営の展望に基づき経営基盤の強化を図るため、次の 4 つを経営の基本方針とし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経費削減や業務の効率化を徹底しながら、質の高いサービスを提供する

とともに、適切な料金体系のあり方を検討するなど、健全経営のための基

盤の強化に努めます。 

基本方針④ 健全経営のための基盤の強化 

 

適切な維持管理により施設や管きょの長寿命化を図るとともに、資産管

理による更新需要の平準化に努めます。 

基本方針② 適切な資産管理と施設維持の強化 

 

災害時における業務継続体制を検討するとともに、新たな整備手法の導

入による耐震化の推進など、より災害に強い体制の構築に努めます。 

基本方針③ 災害に強い施設や体制の構築 

 

本市の貴重な財産である地下水の保全事業を継続するとともに、水質管

理体制の強化などにより、安全でおいしい水道水の安定供給に努めます。 

また、汚水・汚泥の安定した処理を継続するとともに、雨水整備計画を

策定し、計画的・効果的に浸水対策を進め、豪雨による浸水被害の低減に

努めます。 

基本方針① 安全でおいしい水道水の供給 

      安定した汚水処理と浸水対策のさらなる推進 
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３－２ 基本施策 

4つの基本方針に基づく基本施策と主な取組みは、図表 4-15のとおりです。  

これらの取組みの進捗状況や事業環境の変化に迅速かつ適切に対応するため、

5 年を目安として、PDCA サイクルにより、取組みの成果や効果について検証

し、必要に応じて内容の見直しや改善に努めます。  

 

図表 4-15 基本施策及び主な取組み一覧 

 
基本施策 主な取組み 

取組みの視点 

安心・安全 安定・強靭 健全・持続 

基
本
方
針
① 

①-1 水源の確保 

地下水保全事業の推進 ◎  〇 

県水の負担軽減 ◎   

水道水源への更なる取組み ◎ 〇 〇 

①-2 水質管理の強化 

水質管理の強化 ◎ 〇  

水質検査の信頼性向上 ◎   

集中監視体制の強化 ◎   

①-3 安定した 

汚水処理の維持 

汚水処理区域の整備 ◎   

下水汚泥の有効活用 ◎ 〇 〇 

①-4 効果的な 

浸水対策の推進 
効果的な浸水対策の推進 ◎ 〇  

基
本
方
針
② 

②-1 維持管理の強化 
管路の予防保全型管理の推進  ◎ 〇 

施設の予防保全型管理の推進  ◎ 〇 

②-2 効率的な 

施設整備 

計画的な管路の更新と整備  ◎ 〇 

計画的な施設の更新と整備  ◎ 〇 

基
本
方
針
③ 

③-1 耐震化の推進 
管路の耐震化  ◎  

施設の耐震化  ◎  

③-2 災害対策の充実 

非常時に備えた設備や体制の充実 〇 ◎  

相互支援体制の構築 〇 ◎  

マニュアルの整備と活用 〇 ◎  

基
本
方
針
④ 

④-1 経営の健全化 
経営の健全化  〇 ◎ 

水洗化の普及促進  〇 ◎ 

④-2 サービスの向上 
料金納付の利便性の向上   ◎ 

親しみのある上下水道事業の推進   ◎ 

④-3 技術継承と 

業務の効率化 

組織体制の強化と委託化の推進   ◎ 

経費の削減   ◎ 

※◎：中心となる取組みの視点 ○：関連する取組みの視点 
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第４節 上下水道事業の共通課題と取組み 

４－１ これまでの取組み 

 

 非常時に備えた設備や体制の充実 

本市では、災害時の避難場所などの重要拠点に、非常用飲料水貯水槽を設

置しています。それに加え、非常時に使用する水道資機材を一定量確保する

ほか、給水車や給水タンク、移動式の給水パック製造機などを導入し、断水

が発生した際にも飲料水を供給できる体制の整備を進めています。  

水道事業は、主要な水道施設に非常用自家発電設備を計画的に設置する取

組みを進めています。下水道事業は、処理場への自家発電設備設置率が全国

で 80％程度であるのに対し、神奈川県下では本市を含めて 100％を達成し

ており、浄水管理センター、鶴巻中継ポンプ場や大根川ポンプ場などの主要

な下水道施設については、「下水道施設計画・設計指針4」の基準に基づく

発電時間を確保できる量の燃料も備蓄しています。  

 

図表 4-16 全国の非常用自家発電設備設置状況（水道施設）  

 

（出典：水道における緊急時点検結果  H30.12.14） 

 

また、下水の処理を行う際に発生する下水汚泥は、搬出ルートの寸断や、

事故や災害による汚泥処分先の受け入れ休止などのリスクを回避し、安定し

た処理を行うため、複数の業者に委託し、全量を浄水管理センターの外に搬

                                            
4 下水道事業の計画及び計画施設、設備などの全般の設計をするための実務手引書とし

て公益社団法人日本下水道協会により、取りまとめられたものです。 

安心・安全  安定・強靭  健全・持続  

〇  ◎   

《基本施策③-2》災害対策の充実 
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出しています。このほかにも、平成 27(2015)年度から国の実証実験として

B-DASH プロジェクトによる汚泥の乾燥処理に取組んでおり、汚泥量を減ら

すことによって、場外搬出に伴うリスクの低減にも取組んでいます。  

 

 相互支援体制の構築 

台風などの大雨時には、上下水道局災害対策本部を設置し、過去に浸水被

害のあった場所を中心にパトロールを行い、市の災害対策本部や鶴巻現地対

策本部と情報共有するなど、関係部署と連携して災害対応を行っています。  

  また、災害時に大規模な断水等が発生した場合に、他の事業体から必要な

応援を受けることができるよう、図表 4-17 のとおり協定を締結しています。 

 

図表 4-17 上下水道事業に関する災害協定締結  

災害協定締結先 協 定 内 容 
対  象 

共通 水道 下水道 

秦野市管工事業協同組合 上下水道施設の応急措置等の協力 ●   

日本ウォーターテック

ス・BSN アイネット共同

企業体 

災害時における電話対応、広報及

び給水車又はペットボトル飲料水

等による給水の実施 

●   

㈱クボタ横浜支店、 

㈱クボタケミックス東日本支社 
上下水道資材の供給 ●   

(一社)秦野建設業協会 

災害時等における道路、河川、上

下水道施設、建築物等の応急措置

及び障害物の除去 

●   

県、9 市 9 町、 

県内広域水道企業団 
水道施設の応急措置等の協力  ●  

県公営企業管理者企業

庁、中井町 

水道連絡管を共同で設置及び管理

し、災害時等において相互に応援

給水を実施 

 ●  

㈱神鋼環境ソリューショ

ン東京支社、㈱明電舎横

浜支店 

災害時等に汚水ポンプ場などの下

水道施設の主要機器に係る非常時

応急措置の協力 

  ● 

公益社団法人日本下水道

管路管理業協会 

災害時における下水道施設の復旧

支援協力 
  ● 

 

 マニュアルの整備と活用 

  下水道事業では、平成 24(2012)年度に「下水道事業業務継続計画（地震

編、浸水編）」を策定し、下水道施設の被害想定や優先実施業務の選定、非

常時行動計画などを規定し、訓練を行ってきました。  

その後、災害対応能力の強化や市民サービスの向上などを目的として、平

成 28(2016)に上下水道両部局の組織統合を行ったことから、迅速に応急給

水活動や応急復旧活動が行えるよう、平成 30(2018)年度に「上下水道業務

継続計画（地震編）」を策定しました。毎年、地震被害を想定した参集訓練

や各種設備の操作訓練などを定期的に実施しています。  
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 風水害対策本部の設置 

上下水道局では、図表 4-18 に示すとおり、災害リスクスケールレベルに

応じて、市の災害対策本部とは別に、浄水管理センター内に風水害対策本部

を設置するとともに、大根川ポンプ場にも鶴巻現地災害対策本部を設け、風

水害対策を行います。 

図表 4-19 からもわかるとおり、神奈川県西部においても、近年では毎年

のように時間 50mm を上回る豪雨が観測されており、本部を設置して浸水

や停電による施設の停止などの対応に当たっています。  

 

図表 4-18 風水害対策本部参集体制 

リスクスケール 基準 
参集人員(累計) 

浄管センター 鶴巻 

レベル 2 20mm/h かつ一雨積算 50 mm/h 4 3 

レベル 3 30mm/h かつ一雨積算 70 mm/h 21  (25) 1(4) 

レベル 4 40mm/h かつ一雨積算 100 mm/h 15  (40) － 

レベル 5 50mm/h かつ一雨積算 200 mm/h 全員(71) － 

※鶴巻現地災害対策本部へは、レベル 3 で市長部局からも 10 名参集 

 

図表 4-19 神奈川県西部の雨量データ 

 

 
出典：気象庁公表データ  
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 経営の健全化 

  上下水道事業は、地方公営企業として水道料金や下水道使用料などの収益

によって経営を行っていますが、人口減少に伴う水需要の減少によって収益

が減少すると、耐震化などのライフラインを整備するための財源が不足して

しまいます。この不足する財源を調達するため、国の交付金制度の活用や企

業債の借入れを行っていますが、企業債の過剰な借入れは将来世代の負担を

増大させることから、プライマリーバランスの確保（借入額を元金の償還額

以下に抑えること）により、経営基盤の強化に努めています。  

  また、水道料金や下水道使用料の負担のあり方や公平性の観点から必要な

見直しを定期的に行うとともに、上下水道料金の未納者に対しては、原則と

して給水停止を行い、負担の公平性を確保しています。この給水停止執行ま

での一連の滞納整理事務を 4 か月で 1 サイクルとして、対象者の生活実態を

確認しながら実施した結果、図表 4-21 に示すとおり徴収率は向上しました。

このほかにも、収益向上を図るため、検針時に無届使用や異常水量、宅内の

漏水調査を実施することで料金収入とならない無効水量の対策にも取組んで

います。 

 

図表 4-20 近年の改定実績 

平成 23（2011）年度 水道料金     21％改定 

平成 25（2013）年度 下水道使用料   11％改定 

平成 28（2016）年度 水道料金     15％改定 

平成 29（2018）年度 下水道使用料    5％改定 
※平成 31(2019)年 4 月時点の水道料金は県内で安いほうから 2 番目、下水道使用料は県内で  

高いほうから 3 番目になっています。（1 か月あたり 20 ㎥で比較）  

 

図表 4-21 徴収率の推移 

 水道 下水道 

徴収率(現年度分) 徴収率(滞納繰越分) 徴収率(現年度分) 徴収率(滞納繰越分) 

H26 92.26％ 77.07％ 99.33％ 40.52％ 

H27 91.92％ 81.09％ 92.21％ 39.04％ 

H28 91.91％ 86.02％ 92.71％ 88.02％ 

H29 92.04％ 90.22％ 92.62％ 94.88％ 

H30 91.97％ 93.47％ 92.55％ 96.46％ 

※下水道事業は H28 から企業会計に移行したため、H27 が打ち切り決算となり、収入額が  

少なくなりました。  

   

安心・安全  安定・強靭  健全・持続  

 〇  ◎  

《基本施策④-1》経営の健全化 
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財源確保の取組みの一方で、平成 28(2016)年度に上下水道両部局の組織

統合を行い、人件費や維持管理費の削減に努めました。また、人口減少に対

応した施設規模を検討し、水道事業は施設の統廃合や遊休地の利活用、下水

道事業ではストックマネジメント計画に基づく投資の平準化策を実施するな

ど、できる限りの企業努力を行っています。  

  上下水道事業では、大規模災害などにより収入が一切なくなった場合でも、

一年間は経営を維持できるよう、水道事業は 8 億円、下水道事業は令和 2

（2020）年度末に 10 億円に達するよう補填財源残高の目標額を設定し、計

画的な経営を行っています。 

  下水道事業のうち、雨水の整備については「雨水公費、汚水私費」の原則

のもと、国の基準に基づき、一般会計からの繰入金により整備を行っていま

す。本市では平成 25(2013)年度の下水道使用料の改定によって、基準に基

づかない繰入金を解消しましたが、平成 29(2017)年度に繰入金の算定方法

が国から明示されたことに伴って、現在は基準に基づかない繰入金が生じて

います。 
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 料金納付の利便性向上 

  利用者のサービス向上と経費削減を目的として、平成 24(2012)年度から

窓口業務などの包括委託を実施し、費用対効果を検証しながら、委託範囲を

拡大してきました。 

  平成 28(2016)年度の上下水道部局の組織統合後は、「上下水道局お客様

センター」を開設して、土曜日にも窓口業務を行い、全国のコンビニエンス

ストアで上下水道料金を支払うことができるようにしました。また、それま

で別の施設にあった水道・下水道の工事申請窓口を集約することによって、

窓口対応の充実や申請手続きの迅速化を図っています。  

 

図表 4-22 支払い方法の推移 

 

 親しみのある上下水道事業の推進 

  上下水道事業では、平成 30(2018)年度から上下水道事業モニターを実施

し、利用者との双方向の情報共有と聴取に努めるとともに、小学生の児童を

対象としたエコスクールでは、上下水道の役割や曽屋水道の歴史についての

理解を深めていただく取組みを行っています。  

  また、下水道事業の見える化の活動の一つとして、マンホールカード5を

作成し、市のイベントなどで配布することで下水道事業を身近に感じていた

だけるよう努めています。 

 

 

                                            
5 マンホールカードは、公益社団法人下水道協会が企画・監修する下水道広報プラット

ホームが、ライフラインとして重要な下水道の理解を深めてもらうため、全国各地のデ

ザインに特色のあるマンホール蓋の写真やデザインの由来などを記載したコレクション

カードです。 

安心・安全  安定・強靭  健全・持続  

  ◎  

《基本施策④-2》サービスの向上 
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図表 4-23 本市のマンホールカード 

 

  本市の地下水は、昭和 60(1985)年に環境省が全国の清澄な水を広く紹介

することを目的に選定した名水百選に、秦野盆地湧水群として選ばれました。

本市では、「名水の里・はだの」を市内外に広く PR するとともに、災害時

の非常用飲料水として各家庭で備蓄していただくことを目的に、水道水を原

料としたボトルドウォーター「おいしい秦野の水・丹沢の雫」を平成

20(2008)年度から製造・販売しています。この「おいしい秦野の水・丹沢

の雫」は、平成 28(2016)年 3 月に環境省が実施した名水百選選抜総選挙に

おいて、「おいしさがすばらしい名水部門」で 1 位を受賞しました。その結

果、販売本数は図表 7-7 に示すとおり大きく増加しました。  

 

図表 4-24 ペットボトルの販売本数と販売収入の推移  

 

  

本市のマンホールのデザイン  

丹沢の美しい自然と澄んだ空気をいつまでも大切に守り、次代へと引き継ぎ快

適な市民生活環境の保全を願い定めた市の花「なでしこ」を幾何学的に 13 箇

所、そして中央に市章を配置したものを図案化しました。この鉄蓋は汚水のマ

ンホール蓋に使用されています。  
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 組織体制の強化と委託化の推進 

  本市では、平成 28(2016)年度に上下水道部局の組織統合後、窓口業務な

どの包括委託を実施し、費用対効果を検証しながら、委託範囲を拡大してき

ました。包括委託の業務内容は、図表 4-25 に示したとおりです。 

なお、平成 28(2016)年以降に判明した下水道使用料の賦課漏れや誤賦課

の再発防止策として、包括委託事業者と上下水道局が連携し、複数人による

チェック体制を整えました。この事務改善以降、新たな賦課漏れなどは発生

していません。  

 

図表 4-25 主な包括委託一覧 

窓口及び電話対応等業務 

水道メーター検針業務 

調定及び収納業務 

滞納整理及び給水停止業務 

公共下水道普及促進業務 

給排水に係る工事の完成検査業務 

地下水利用協力金徴収業務 

 

  また、近年では専門的知識を持つ熟練職員の退職が続いていることから、

施設の維持管理や設計に必要な知識・技術を習得するため、外部の講習会や

研修会に積極的に職員を派遣するなどの取組みを行っています。  

 

 経費の削減 

  上下水道部局の組織統合に伴って、業務の見直しを行い、企業会計システ

ムの導入や汚水管きょの既存台帳のデータベース化を進めるなど、施設の維

持管理費や人件費の削減を行った結果、職員 1 人当たりの給水収益及び使用

料収入が増加し、生産性が向上しました。  

  このほかにも、水道事業が保有している遊休地の整理を行い、賃借してき

た土地の返還や駐車場用地として賃貸するなどの収益の確保にも努めていま

す。下水道事業では、汚泥乾燥技術の実証実験（B-DASH プロジェクト）を

実施するなどの取組みを行いました。  

 

 

 

 

安心・安全  安定・強靭  健全・持続  

  ◎  

《基本施策④-3》技術継承と業務の効率化  



122 
 

図表 4-26 職員 1 人当たりの給水収益の推移  

 

 

図表 4-27 職員 1 人当たりの使用料収益の推移  
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４－２ 今後の課題と取組みの方向 

 

 非常時に備えた設備や体制の充実 

安心・安全  安定・強靭  健全・持続  

〇  ◎   

《基本施策③-2》災害対策の充実 

課題① 

 

 

 

 

 

 

・非常用飲料水貯水槽が設置されていない避難所があるため、災害時に

おける運搬給水の需要対応に限界があります。また、非常用飲料水貯

水槽の緊急遮断弁が未設置の場所もあり、非常時に対応する設備など

の拡充が必要です。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・災害時応急給水拠点を増やすため、避難所への非常用飲料水貯水槽

の設置の拡充を検討します。 

・既存の配水施設を活用して、市民が直接応急給水できる拠点の整備

を進め、市民との協働による災害時の事業実施体制を構築していき

ます。 

課題② 

 

 

 

 

 

 

・令和元年の台風 15 号では、千葉県内で長期間の停電が発生したため、

非常時においても施設の運転を行うことができるよう、非常用自家発電

設備の燃料について、必要な備蓄量を再検討する必要があります。  

・非常用自家発電設備が未設置の汚水・雨水マンホールポンプなどの施設

の今後の方針や停電時の対応方法について検討する必要があります。  

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・災害時などに迅速な応急対応を可能とする備蓄資機材を拡充し、被

害が長時間に及んだ場合でも十分な対応ができるよう、燃料の備蓄

などに対する施設の整備を進めていきます。  

・非常用自家発電設備は、水道の配水場及び取水場などの設置を推進

していきます。また、住環境に与える被害が大きい汚水・雨水のマ

ンホールポンプについても、順次設置することとし、小規模なもの

には、関連企業から発電機をレンタルするなどの、様々な対策を検

討していきます。 
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 相互支援体制の構築 

課題③ 

 

 

 

 

 

 

・水源が 1 箇所しかない配水ブロックでは、災害や事故などの非常時にお

いて安定供給に支障が生じる恐れがあります。  

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・複数のブロックに送水している県水の活用を含めて、全ての配水ブ

ロック内で複数の水源を確保するように検討します。  

課題④ 

 

 

 

 

 

 

・下水汚泥については、平成 23(2011)年の東日本大震災に伴う原発事故や

平成 25(2013)年の大雪の影響で、場外に搬出できない事態が生じたこと

から、汚泥処理の最善の方法について検討する必要があります。 

・近年、発生が危惧されている火山噴火によって、降灰を起因とした交通

障害などが予想されるため、ハザードマップなどを踏まえて対応を検討

する必要があります。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・場内への一時保管や場内処理工程で発生するエネルギーの有効活用

など、地域住民と組織する浄水管理センター運営協議会や神奈川県

が設置した広域化・共同化検討会と連携して検討していきます。  

課題① 

 

 

 

 

 

 

・市職員は、優先的に応急復旧を行うため、運搬給水などの対応が困難に

なることが想定されることから、被災時を想定したより細やかな支援体

制の構築が必要です。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・他の事業体からの応援を効果的に受け入れられる体制の構築と他の

事業体や資機材メーカー、機械レンタル業者などとの協力体制を拡

充します。 

・運搬給水は、秦野市管工事業協同組合や秦野市指定給水装置工事業

者、包括委託事業者などとの支援体制を構築します。 

・必要に応じて、市内簡易水道組合に支援を行うことを検討します。 
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 マニュアルの整備と活用 

 

  

課題① 

 

 

 

 

 

 

・近年、50mm/h を越える降雨が多発していることや令和元(2019)年の台

風 15 号など踏まえ、風水害時にも早期に復旧する体制を構築するた

め、「上下水道業務継続計画（風水害編）」の策定を急ぐ必要がありま

す。 

・このほかにも、危機管理対応として、火山対策や新型インフルエンザ対

策などのマニュアルの拡充を検討する必要があります。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・地震以外の災害に対応する「上下水道業務継続計画」を早期に策定

し、自身他風水害、停電時にも上下水道事業が連携して業務の継続

や早期復旧を図るための体制を構築します。 

・万一の被害を想定し、定期的な訓練を実施していきます。  
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 経営の健全化 

 

 

 

 

 

 

安心・安全  安定・強靭  健全・持続  

 〇  ◎  

《基本施策④-1》経営の健全化 

課題① 

 

 

 

 

 

 

・耐用年数を迎えた施設を更新するため、経費削減の取組みを継続してい

くとともに、今後増加していく更新費用を賄うための財源の確保が必要

です。 

・雨水については、これまで投資効果を最大限に発揮させるため、重点地

区に集中的に投資を行ってきたため、企業債の借入上限額を設けていま

せんでしたが、一般会計の将来負担を考慮し、企業債残高を計画的に減

らしていく必要があります。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・国や県の交付金制度などの情報を把握し、必要な財源を確保しま

す。 

・企業債の借入れは、将来世代の負担を考慮しながら、借入上限額を

検討していきます。 

・雨水についても、今後の財政需要を適切に見込み、プライマリーバ

ランスや借入上限額の設定について検討します。 

・投資と財源のバランスに配慮しながら、補填財源残高の目標額を設

定します。 

・水道施設の統廃合を推進するとともに、遊休地の利活用、広域化・

共同化、新技術の導入、民間委託などのあらゆる経費削減策を検討

し、できる限りの企業努力を継続していきます。 

・汚水処理事業をより効率的に行うことができるよう、下水汚泥の共

同処理や維持管理業務の共同化、 ICT の活用による集中管理などの

広域化・共同化の取組みを視野に入れた事業運営に努めます。 

・未収金対策として、滞納整理事務は包括委託事業者や市長部局とも

連携して、対象者の状況把握やケアに注意しながら継続して実施し

ていきます。 
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課題② 

 

 

 

 

 

 

・水道料金及び下水道使用料収入は、現行の財政計画における見込額を下

回っており、将来を見据えて収支計画を見直す必要があります。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・給水人口や水洗化人口などの現状分析と的確な将来予測を行い、必

要な財源を確保するため、必要に応じて料金改定も検討するととも

に、新たな財源確保の可能性を検討していきます。 

課題③ 

 

 

 

 

 

 

・国の基準に基づかない一般会計からの繰入金を解消するためには、公共

下水道事業会計がより多くの負担をする必要があります。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・利用者の急激な負担増に繋がらないよう、関連部局との調整を行っ

ていきます。 

・雨水排水施設の維持管理や整備に必要な経費は、一般会計に適正な

負担を求めるとともに、計画的な投資に努めます。 
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 料金納付の利便性向上 

 

 

 

 

安心・安全  安定・強靭  健全・持続  

  ◎  

《基本施策④-2》サービスの向上 

課題① 

 

 

 

 

 

 

・現在行っている隔月検針では、2 ヶ月分合算の上下水道料金を請求する

ため、特に生活基盤の弱い利用者にとって負担感が強くなることから、

上下水道料金の請求のあり方を検討する必要があります。  

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・無線による遠隔検針で検針業務の効率化などを図ることができるス

マートメーターなどの導入も含めて、費用対効果を検証しながら、

請求回数や請求方法などのあり方について検討し、取組んでいきま

す。 

課題② 

 

 

 

 

 

 

・銀行の経営形態が変化しつつあることから、利用者の利便性の向上のた

め、電子マネーなどの上下水道料金の支払い方法の拡充が求められてい

ます。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・他の事業体や市長部局の動向を注視するとともに、費用対効果を検

証しながら、支払い方法の拡充を進めます。  
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 親しみのある上下水道事業の推進 

  

課題① 

 

 

 

 

 

 

・上下水道事業は、市民生活にとって最も重要なライフラインの 1 つであ

るにもかかわらず、その仕組みや重要性はあまり知られていないため、

効果的な PR を行う必要があります。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・ホームページや広報はだのを通じて、安心・安全な水道水や上下水

道事業に関する情報を発信するとともに、施設見学の機会の増加や

新たな PR 手法を検討して、上下水道事業の現状や役割を知ってい

ただけるように努めます。 

・上下水道事業モニターやアンケート調査などによって、利用者のニ

ーズや意見を継続的かつ的確に把握することで、さらなる信頼性の

確保やサービスの向上に努めます。 

・曽屋公園は、明治 23(1890)年から始まった本市の水道の歴史を次世

代に伝えていく象徴として、市民ボランティアとともに適切に維持

管理を行い、市民共有の財産として活用していく方策を検討してい

きます。 

・ボトルドウォーター「おいしい秦野の水・丹沢の雫」は、水道事業

の附帯事業と位置づけ、損失拡大のリスク回避や人件費などの増大

を可能な限り抑制した中で、製造にかかる直接経費を販売による収

益で回収しながら、多くの販売店で取り扱っていただけるよう販売

促進に努めます。 
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 組織体制の強化と委託化の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

安心・安全  安定・強靭  健全・持続  

  ◎  

《基本施策④-3》技術継承と業務の効率化  

課題① 

 

 

 

 

 

 

・経営の基盤強化を図るため、専門技術や技能を有する人材の確保、人材

育成が必要です。そのため、広域連携や委託の共同化などによって、業

務の効率化や技術の継承、人材確保などを含めた仕組みづくりを進める

ことが必要です。 

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・経営の諸問題に柔軟に対応するため、随時、組織体制を見直すとと

もに、他の事業体と連携して、広域化や共同化などの最適な事業運

営形態について検討します。 

・定年退職した職員の再任用や一年度内に任用される非常勤職員であ

る会計年度任用職員などの制度を活用し、熟練職員や退職者が培っ

てきた経験や技術を踏まえたマニュアルを作成することなどによっ

て、経験の浅い職員に技術の継承を図ります。 

・給排水工事の審査や承認、検査業務などの民間委託については、他

の先進事業体を視察するなどして情報収集を行い、検討していきま

す。 

・限られた人員で工事量を増やすため、設計・監督から施工までを民

間事業者に一括発注する DB 方式（Design Build）などの新たな整備

手法の導入を検討します。 

・下水道施設の維持管理については、経費削減や国の交付金、高い専

門性や技術力の確保を目的として、県や周辺事業体と連携しなが

ら、広域化・共同化や公民連携手法、新技術の導入などを検討して

いきます。 
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図表 4-28 技術職員率の推移 
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 経費削減 

 

 

課題② 

 

 

 

 

 

 

・必要な財源を確保する取組みについて、より効率的な維持管理手法など

の経費削減の取組みを継続していく必要があります。  

取組みの方向  

 

 

 

 

 

 

・水道施設の統廃合を検討し、進めていきます。 

・遊休地の整理を進め、より有効な土地活用に努めるとともに、大規

模災害や工事などにおける事業の拠点として、上下水道事業が連携

して効果的に運用するための整理や再配置について、検討していき

ます。 

・予防保全型の維持管理を行い、可能な限りの長寿命化を図るととも

に、広域化・共同化や公民連携手法、新技術の導入などを検討して

いきます。 

・管路のマッピングシステムや上下水道事業会計独自の会計システム

については、事務の統一化、効率化を図るため、市長部局とのシス

テムの統合について検討します。  


